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第二種特定鳥獣管理計画（第４期ニホンザル管理）の策定について 

―第４期計画素案と第３期計画との比較について― 

鳥獣対策・ジビエ振興室 

１ 第４期ニホンザル管理の考え方 

 ・基本的な考え方は、これまでの県独自計画を含むニホンザル管理計画を継承する 

 ・計画の基本的事項を本編に、図表等は資料編に基本集約するが、分布図等については本編に記載。 

 ・環境省のガイドラインを導入し、計画の管理の区分を地域個体群から「地域的な群れの集まり」である管理ユニットに

変更（管理ユニットの設定は、これまでの地域個体群の基準も活用） 

・群れごとの管理を基本とする ・・・継承 

 ・被害対策の項目を「被害防除対策」、「個体群管理」、「生息環境対策」から「被害防除対策」、「被害地の管理」、「個体数

管理」に再編し、それらの対策を組み合わせた総合的な被害防除対策を実施  

 ・加害レベルの判定に関しては、環境省のガイドラインの判定を取り入れ、よりレベルの判定を客観化 

 ・加害レベルに応じた被害対策とする ・・・・・・・継承 

 ・市町村が作成する年次計画を地域振興局経由で鳥獣対策・ジビエ振興室に提出し、実施状況を把握・分析  

 

２ 第３期計画との比較 

項  目 第４期 第３期 比 較 等 

目的 ニホンザルと人との緊張感あるすみ分けを図

り、ニホンザルの地域個体群の安定的維持と農

林業被害の軽減と人身被害の防止を図る。 

ＳＤＧｓの「12 つくる責任つかう責任」、「15

陸の豊かさも守ろう」、「17 パートナーシップで

目標を達成しよう」の達成に資する 

ニホンザルと人との緊張感あるすみ

分けを図り、ニホンザルの地域個体群の

安定的維持と農林業被害の軽減と人身

被害の防止を図る。 

ＳＤＧｓの記載を追記 

資料２－１ 
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計画策定と背景と経

過 

○前期計画を継承、第 4期計画策定を追記 

○生息分布、被害の推移の図は資料編から移動 

これまでの経過を記載、図表などは資料

編に記載。 

図表を見やすさを考え

再移動 

対象鳥獣 継承 これまでの計画を継承  

計画期間 2019.4.1～2024.3.31 H26.4.1～H31.3.31  

計画地域 継承 これまでの計画を継承  

対象とする群れの管

理ユニット 

○管理ユニット 一定程度隣接して生息する群

れの集まり（集まりには孤立した群れも含

む）・・・人が保護管理を進めるための区分 

○地域個体群 地域個体群（雌雄を含む

恒常的なメンバーで構成される群れが

連続して分布し、その群れ間での交流が

可能な地域的集合）・・・生物学的な区

分 

サルの場合、生物学的地

域個体群の区分が科学的

知見の中で明確ではない

こと、本県のこれまでの計

画における地域個体群の

区分も一部はDNAの調査結

果を反映しているとはい

え、科学的に充分に明確に

されたものではないこと

から、人が保護管理を進め

るための区分としての群

れの集まりとする。 

推定生息数 

群れ数 

○11,000～16,000 頭 

○200～300 群 

9,600～14,000 頭 

180～260 群 

2,500 頭～3,700 頭増加 

20 群～50 群増加 

分布 ○多くの地域個体群で拡大の傾向がみられ、現

在サルの群れが存在していない地域への拡大

の兆しがみられる。 

○ 多くの地域個体群で拡大の傾向が

みられ、現在サルの群れが存在してい

ない佐久、上小地域と筑摩山地への拡

大の兆しがみられる。 
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農業被害 H29 年度 83,414 千円 H24 年度 108,539 千円   

林業被害 H29 年度  6,005 千円  H24 年度 19,445 千円   

捕獲数 

（調査年次の比較） 

H28 年度 2,054 頭 H24 年度 2,205 頭 

 

 

計画の目標 本県に生息するサルの地域ごとの健全な維持を

図りつつ、人身被害や生活被害を防止し、群れ

ごとの加害レベルを低下させて農林業被害の抑

制を図るために、人とサルの生活域を分ける 

・現存する地域個体群を健全に維持す

る。 

・集落等への出没を減らし、群れごとの

加害レベルを低下させる。 

・群れの分裂による被害区域の拡大を防

止する。 

 

目標を達成するため

の具体的な取組み 

 

 

加害レベルの考え方等を除き、前期計画を継承 

○加害レベルの判定の客観的な判定のために、

環境省のガイドラインの加害レベル判定表のポ

イントによる加害レベル判定基準表による判定

を導入 

○加害レベル判定基準表の導入により、加害レ

ベルをレベル０～レベル５の６段階に細分化 

○加害レベルの細分化にあわせた被害対策の再

編 

○対策の項目を「被害防除対策」、「個体数管理」、

「生息環境対策」からより内容が伝わりやすい

「被害防除対策」、「被害地の管理」、「「個体数管

理」、に再編成し、その手法の詳細を追記。 

○「捕獲個体の取扱い」について、「Animal 

○群れごと管理を基本とし、取組みの効

果を評価・検証しながら、集落が共通認

識の下に一体となって「被害防除対策」、

「個体群管理」、「生息環境対策」を組み

合わせた総合的な対策を進める。 

加害レベル判定基準表

の導入によるレベルの細

分化等の追記 

被害対策の項目の再編

成 

「Animal Welfare（動物

福祉）」に基づいた捕獲個

体の取扱いを追加 
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Welfare（動物福祉）」の理念からできる限り苦

痛を与えない方法で行う旨を追加 

○「野生群への干渉の制限」の「イ 高山帯」

に、他の動物への影響について追加 

 

モニタリング 基本、第３期計画を継承する。 

○モニタリングの名称を目的がわかりやすい名

称に変更。 

長期モニタリング→計画見直しのためのモニタ

リング 

短期的モニタリング→計画実行のためのモニタ

リング 

第２期計画を継承  

計画の実施体制 

 

○第３期計画を継承 

○機構改正の名称変更による記載修正 

基本的な役割は第２期計画を継承 

○県庁の役割に「各地域で集約された被

害情報マップと生息情報マップを専門

部会で検討し、効果的な対策を各地域に

フィードバックする」ことを追加。 

○地方保護管理対策協議会の役割に「被

害情報マップ･生息情報マップの集約」

と「管内マップ作成」を追加。 

○野生鳥獣被害対策チームの役割に「被

害情報マップ･生息情報マップ作成の支

援」を追加。 

○市町村の役割に「作成した被害情報･

生息情報マップ等の情報を住民にフィ

ードバックする」ことを追加。 
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保護管理の特徴 

 

前期計画を基本継承 

○保護管理ガイドライン 

・加害レベルの判定の客観化、細分化したレベ

ルに応じた総合的な被害対策 

○対策の項目 

より内容が伝わりやすい「被害防除対策」、「被

害地の管理」、「「個体数管理」、に再編成 

○機構改正の名称変更による記載修正 

○保護管理の方針 

・地域個体群の規模に見合う保護管理の

実施（小規模個体群、大規模個体群） 

○保護管理ガイドライン 

・地域個体群に応じた保護管理ガイドラ

イン設定（小規模個体群、大規模個体群） 

・加害レベルの判定、レベルに応じた総

合的な被害対策 

○その他 

・隣接県同士の情報共有として、隣接県、

隣接市町村における生息、被害状況、対

策等について情報共有に努める。 

・市町村が作成する年次計画を地方事務

所経由で野生鳥獣対策室に提出する。 
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環境審議会・ニホンザル専門部会・ 

特定鳥獣保護管理検討委員会・で出された意見及び対応について 
 
１ 第３回環境審議会 
 （１）実施日 
    平成 30 年 11 月 26 日 
 （２）意見及び対応 
     

  意見 対応 

〇「生息環境」等に使われる「生息」という

言葉の使い方があいまいであり、使用す

る言葉を整理していただきたい。 

〇「生息」が使用される言葉を

整理しました。 

○ サルが狩猟獣でないことを明記してく

ださい。 
○明記しました。素案 ｐ1 

○ マカク属のサル類に対する対応を整理

していただきたい。 

 
 
 
 

○ニホンザルと交雑する可能性

のある外来種マカク属は、計

画の対象外とする旨整理しま

した。 
○動物園等から逸出したニホン

ザルの対応を記載。 

 
素案ｐ3、ｐ20 

○ 個体数推定法が現実に即していないの

ではないか。 
○次期計画までに次期計画の調

査までにより現実的な個体数

推定を行うために、統計的な

手法等による新たな推定方法

及び、必要な調査内容の検討

を進めることを記載 

 
素案 ｐ34 

○ 捕獲個体の取扱いについて、捕殺方法の

目的、理念を書き込んでいただきたい。

○記載しました。 

 
素案 ｐ19 

○ 項目立て、タイトルをわかりやすく整理

していただきたい。 
○修正しました。 

 
 

資料２－２ 
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２ 特定鳥獣保護管理検討委員会第３回ニホンザル専門部会 
 （１）実施日 
    平成 31 年 2 月 13 日 
 （２）出席者 
   陸部会長、上原委員、岡委員、柳澤委員、菅澤委員、巾崎委員 
 （３）ニホンザル専門部会で出された意見及び対応 
 

  出された意見 対応 

〇 １０ 野生群への干渉の制限 ア 観

光地や高山帯 
観光地と高山帯で項目を分ける。 

 

〇項目立てを変更 

 
素案 ｐ20 

○ 森林の整備については、野生鳥獣の保

護管理のバックボーンになるので、そ

うした意味での記載をしておく必要が

あるのはないか。 

 

○7 目標を達成するための取

り組み 
（１）被害防除年次計画に基づ

く総合的な被害対策の実行 
にその旨を記載。 

 
素案 ｐ9 

 
３ 第１回特定鳥獣保護管理検討委員会 
（１）実施日 
  平成 30 年 11 月 13 日（火） 
（２）出席者 

上原委員長、竹入委員、泉山委員、安原委員、辻委員。岸元委員、市川委員、

春日委員、陸委員、松元委員、西岡委員、巾崎委員 
欠席者：竹田委員、大平委員 

（３）第１回特定鳥獣保護管理検討委員会で出された意見及び対応 

  出された意見 対応 

○ 農協等の役割に関し、地域の高齢化に

よる柵設置や藪刈などの労働力の減少

が課題。費用面での支援を明確にする

ため助成措置等の記載があった方がよ

いのではないか。 

 

〇行政の役割の県の役割の中に

記載。 

 
素案 ｐ23 
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○ 生息状況の把握も精度を高めてもら

い、地域で保護・捕獲・追い払いの対

象が明確となるようお願いしたい。 
○ サルの加害は、人馴れのレベルと相関

していると考えている。大切なことは

「加害レベルを上げない」ということ

である。広域柵等を設置しサルが人な

れしない環境を作っていくことが求め

られているのであり、計画案中にこの

趣旨をぜひ記載してほしい。 

 

○8 加害レベルの判定の中で

環境省のガイドラインを参考

とした客観的な加害レベル評

価を導入し、毎年の加害レベ

ル評価を行い、毎年の年次計

画を作成していく形とし、防

除対策が「加害レベルを下げ

る」ことにつながることを記

載 

 
素案 ｐ12、ｐ16 

 
４ 第２回特定著獣保護管理検討委員会 
（１）実施日 
  平成 31 年 2 月 20 日（水） 
（２）出席者 

上原委員長、竹入委員、安原委員、辻委員、大平委員、市川委員、春日委員、

陸委員、西岡委員、巾崎委員 
欠席者：泉山委員、竹田委員、岸元委員、松元委員 

（３）第 2 回特定鳥獣保護管理検討委員会で出された意見及び対応 

  出された意見 対応 

○ 捕獲調査票の項目中の体重、頭胴長の

記載を削除し、スケールを入れた写真

の添付に変更するのであれば、雄雌の

判定のため等の理由を記載し、折尺や

ポールの使用など具体的に指示した方

が良い。 

 

〇記載例に性別、体サイズによ

るオトナ、コドモの判別のた

めであることと撮影方法を記

載 

 
素案 ｐ71 

○ 被害状況等は地図上で対策を検討する

ことが重要と思うが、継続性を考慮す

ると電子媒体が原則と考えるか現状ど

うか。 

 
○ 広域圏域を超えた対策はカバーできる

のか。 

 

○ 12（1）ウ 県現地機関（野

生鳥獣被害対策チーム） 
管内の生息情報マップ等の

集約及び、電子ファイルによ

る関係機関との共有を図る

ことを記載。 
複数の地域に行動域がまた

がる群れの管理について、当

該市町村、隣接の地域振興局
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の被害対策チーム、鳥獣対

策・ジビエ振興室が連携し、

適切な対策を進めることを

記載 

 
素案 ｐ22、23 

○ 飼育個体の適切な管理に関してペット

は適用されるのか。適用される法律は

どうか。また、動物園や試験研究機関

等で飼育されるものは対象となるの

か。 

○ ペットは対象としてない。飼

育個体は動物愛護法等を含

めた記載に修正。 

 
素案 ｐ20 
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第二種特定鳥獣管理計画（第 4期ニホンザル管理）（案）に関する 
県民意見及び利害関係人からの意見等に対する県の考え方（案） 

 
１ 計画の名称 
  第二種特定鳥獣管理計画（第 4期ニホンザル管理） 
 
２ 県民意見の募集期間 
  平成 30 年 12 月 17 日（月）から平成 31 年１月 16 日（水） 
   
３ 県民意見の募集及び利害関係人等への意見聴取の方法 
  県民意見の募集は、本庁及び現地機関の担当課及び行政情報センターに備え付けるとともに、県ホームページにより募集した。 
  利害関係人等については、県内全市町村、隣接県、国の機関、関係団体、県関係機関に通知した。 
 
４ 県民意見の募集及び利害関係人等への意見聴取結果 
  県民意見の募集：3名 4 件 
  利害関係人等への意見聴取：15 機関 28 件 
 
５ 県民意見及び意見等に対する県の考え方 
（１）県民意見の募集 
番号 記載事項 御意見等 県の考え方 

1 計画全体 効果的な保護管理施策を実施するにあたっては、県、市町村、農林業団体、集落の住民

等の関係者が協同で取り組む。 
特に被害対策においては、一組織や一個人のみによるのではなく、被害地の各組織や集

落住民等が施策に積極的に参画し実施する。 
その為には、示された計画（案）に実効性を持たせ、市町村の担当者、一般県民協力者

の活動が、よりスムーズに行える様、下記の事項について是非、ご検討頂き、具体的な

活動計画をご呈示頂けます様、お願い致します。 
１．一組織や一個人のみによるのではなく、被害地の各組織や集落住民等が施策に積極

的に参画し実施出来る様、ニホンザル生息状況調査において整理し評価した地域ごと

本計画においては、地域の現状は把握

した上での対策を進めていくこととして

おり、地域住民へのフィードバックも大

切と考えております。 
御意見をいただいた事項は、地域の計

画策定、対策実施等の段階で参考にさせ

ていただきます。 
 

資料２－３ 
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の群れの生息情報マップや、現状把握されている群れの行動域などを全県及び各地域

でリアルタイムで共有出来る様に（各地の災害情報や渋滞情報、各地道路の積雪、ライ

ブ画像配信の様な）インターネットを活用した情報提供 
２．上記リアルタイム提供情報への情報提供手段として、一般県民からの携帯端末（PC,
スマートフォン等）からの提供情報が得られる仕組みの構築 
３．GPS 発信機を装着するなど､群れの移動情報の把握に努め、それらを地域住民に伝

える連絡体制の整備を、被害地の各組織や集落住民等に負わせる（補助金交付？）だけ

でなく、実行部隊として（警察の様に）即座に対応情報提供出来る担当部署の新設。 
４．個人として、行政機関の皆さんにご協力出来る様、計画（案）１２計画の実施体制 

の具体的な担当者のメールアドレスの開示と実施状況のフォロー（進捗％）の提供。 
５．最新通信手段（５G、LoRa,等）と ドローン、各種センサーIoT 技術を駆使した、

ニホンザル生息状況調査の継続的な実施と人とサルの生活域を分ける為の森林整備と

追い払い技術情報の共有化 
上記、５点の追加により、「特定鳥獣保護管理」という、全国、全世界の共通課題に対

して、長野県モデル（塩尻市モデル）が発信可能であり県内に、優秀な企業、サービス

会社（サーキットデザイン、BOGA 等）を有する長野県のメリットを最大限に活用し、

県内の IT 技術開発、高校生、大学生の IT 技術実証実験の活用の場として、価値ある

計画・行政施策となる様、是非ご検討をお願い致します。 

2 9ページ ６．新たな計

画における保護管理の

目標 

・人とサルの生活域を分けることを目標とするとあるが、５年後どのような状態が目標

達成といえるかの具体的な数値が示されていない。 
・現状の悪さ加減をきちんと掌握して進めて頂きたい。例えば５ヶ年を年次で区切り、

１年目は「被害情報マップ」「生息情報マップ」を基にした現状調査及び目標設定、２

年目～５年目でエリアごとの施策実行し目標達成を目指すといった、具体的な推進ス

ケジュールイメージを提示してされたい。 
・目標設定のレベル感であるが、生活域を分けて農作業被害等を完全ゼロにすることま

では不可能としても、例えばレベル４～５のエリアをゼロにする等の大きな目標を示

し、関係者の協力を得やすい環境作りを強く要望する。 
・推定個体数、推定群数の正確な生態把握が不十分と認識。現状を適切に評価し、今後

の適正数を、設定されたい。 

本計画においては、地域の現状は把握

した上での対策を進めていくこととして

おりますので、よろしくお願いします。 
御意見をいただいた事項は、地域の計

画策定、対策実施等の段階で参考にさせ

ていただきます。 
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3 15ｐ （１）被害防除

対策、ウ 電気柵等の

設置による侵入防止 

・広域電気柵の対策は、設置直後は効果も高いが、下草刈りや枝の伐採を継続しなけれ

ば効果が続かないが、高齢化や地域の空洞化で、継続困難なことが容易に考えられる。

こうした時代であることを根底に、人手や毎年の予算をかけずに持続できる対策、例え

ばAI や IoT などを使った対策も研究もすべきではないか。 

実証が進んでおり、導入可能な対策に

ついて記載をしております。 
御意見をいただいた事項は、地域の計

画策定、対策実施等の段階で参考にさせ

ていただきます。 
 

4 16ｐ （４）個体数管

理 
特にここ 2～３年サルの被害に困っています。夏は単独のサルが、トウモロコシ・枝豆・

かぼちゃ等の電機柵を設置してある畑に侵入して食害し、秋から冬にかけては集団の

サルが民家の軒先まで群れをなし出没し、りんご（電機柵あり）、大豆、柿等を人を恐

れぬ感じで食害しております。 
自分も見つけしだい花火、近所の人もパチンコ等を使用して追い払っているのですが

最近では慣れてしまい全く効果がありません。 
自分の感じでは、ここのサルは栄養価の高いものを食べているせいか個体数が増加し

て、群れの数も増えているような気がします。 
私もサルと人との住み分けは必要と感じますが、ここ最近は人の住む領域にサルが入

り込み個体数を増やしている為ある程度の殺処分もやむなしと考えます。 
その場合私も生態系のことはあまり詳しくないのですが、むやみにサルを殺すのでは

なくボス等ポイントとなるサルの捕獲等で自然とサルの群れが消滅していくのが理想

と考えます。 
出来れば是非この地域の状況等を確認して頂き、これから策定する第二種特定鳥獣管

理計画の計画策定にご検討、反映して頂ければ有難いです。 

ニホンザルは、計画に記載しましたと

おり母系集団の群れのため、周辺の群れ

の状況を把握しつつ、加害個体を選別し

捕獲する方法での個体数調整を進めてい

く方針です。 
本計画においては、地域の現状は把握

した上での対策を進めていくこととして

おりますので、よろしくお願いします。 
御意見は参考にさせていただきます。 

（２）利害関係人等 
番号 記載事項 御意見等 県の考え方 

1 計画全般 ・管理の実施体制は、地域ごとの「対策協議会」で計画を承認し、「対策チーム」が実

務を担う形で県職員がその中核となっている。個々の市町村には計画、実施するのが困

難な実情は理解するが、サルに限らず野生動物の現状は地域ごとに異なるので地域ご

との実質的な「対策チーム」の構築が必要とされるだろう。特にサルについては群れ単

位とした管理が求められており、旧町村単位ごとに自治体職員、地元猟友会等も含めた

対策チームを常時構成し、活動することが求められる。そのための予算化も必要とされ

地域、関係機関、市町村、県など協同で

対策に取り組んでいくこととしておりま

す。 
御意見をいただいた事項は、地域の計

画策定、対策実施等の段階で参考にさせ

ていただきます。 
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る。 
・サル他の野生動物管理全般に必要とされるのは、地域の理解であり、特に小学校から

の環境教育として地域の自然とその特性、野生動物の現状や被害、対策について学ぶこ

とである。そのためにも住民に近い「対策チーム」を地域ごとに構成し、活動すること

が必要とされよう。 
・本計画は、サルについての管理計画であるが、それとは別に、地域ごとの総合的な野

生動物の管理計画を策定し、地域ごとに総合的な「対策チーム」を構成することで効果

的な対策と、環境教育体制が構築できるだろう。 

 

2 計画全体について 特定鳥獣管理計画の策定者である県の積極的関与とその具体的な対応内容の記述をお

願いします。（調査、個体数管理、防除対策等、地元負担が大きすぎるため。） 
御意見は参考にさせていただきます。 

3 1p １計画策定の目的 SDGs のゴール「12 つくる責任、つかう責任」の正式名称による統一 修正しました。 
同様の意見を複数いただきました。 

4 3p  ４計画の対象 

（対象種） 
本管理計画はニホンザルについての計画であり、ニホンザルに影響のある外来種に限

定した方が適切である。 
また、特定外来生物による生態系等の被害の防止に関する法律は特定外来生物に指定

された種が対象で、また防除は国が行うこととなっている。 
このため、特定外来生物による生態系等の被害の防止に関する法律に基づき行う旨は

記載せず、「関係機関が迅速に協力して対応する」ことを記載した方が適当である。  

ニホンザルに影響のあるマカク属に限

定していますが、特定外来種以外の種の

可能性もあるため、記載を修正します。 

5 6p （４）対象種の生息

状況 
「小諸市で軽井沢町から移動してきたとみられる群れが確認され、」の記述は真田の群

れの可能性もあるため根拠がある表現か要検討 
過去の調査結果、関係者からの情報を

踏まえて記載しています。 

6 7p （５）対象種による

被害発生状況 
表－３の記述は、表－４の誤りではないか 修正しました。 

同様の意見を複数いただきました。 

7 7p ５．前期計画に対

する評価 
9p ７．目標を達成す

るための取組み 

「前期計画」を「第３期計画」に統一表記した方がわかりやすい。 御意見を参考に修正しました。 

8 8ｐ （２）被害防除対

策 
「行うことが必要である」という文の「こと」が欠落しているのでは。 修正しました。 

9 9p ６．新たな計画に 「新たな計画」を「第４期計画」にした方がわかりやすい。 御意見を参考に修正しました。 
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おける保護管理の目標 

10 9ｐ ア「生息情報マッ

プの作成」について 
⑴ 左記の生息マップを作成する為には、「県や専門家等の支援を受けながら、GPS首

輪等の活用を含めた恒常的なモニタリング体制を構築し、加害群及びその隣接群の最

新の情報を把握するように努める。」とありますが、現段階では、GPS等の機器導入が

難しく、精度の高いマップの作成が困難です。 
⑵ 生息マップの作成に際し、一群れ毎の生息頭数の現状の把握が難しい為、作成マニ

ュアル等の資料があればご提供をお願いします。 

生息状況マップ、被害情報マップは被

害対策を適切に進めていく上で必要です

ので、地域住民に協力いただき、現状で

可能な範囲での作成をお願いします。 
また、12 計画の実施体制の 23ｐの県

現地機関（野生鳥獣被害対策チーム）の

役割の市町村、地域の支援を行うことし

ておりますので、その中で対応していく

こととしています。 
 

11 10ｐ イ「年次計画原

案」の作成 
年次計画原案の作成にあたり、県等の支援を受けながらとあるが、具体的にどのような

支援をいただくことができるのか。 
12 計画の実施体制の 23ｐの県現地機

関（野生鳥獣被害対策チーム）の役割の

市町村、地域の支援を行うことしていま

す。過去の計画期間においても、地域で

の集落点検等で協力、マップ作製等を含

めて協力してまいります。 
 

12 11ｐ オ 「年次計画」

による被害対策の実施 
平成３０年度は、本市市街地等において、はぐれザルの出没が相次ぎました。 
「緊急避難的な被害に対する個体数調整については、その都度必要に応じて許可す

る。」との記述がありますが、特定鳥獣管理計画の策定者である県が、積極的に捕獲・

追い払いを実施するようお願いします。（許可の記述は、市町村等が行うことを前提と

していると思われるため、県が自ら捕獲することを明記して欲しい。） 

御意見は参考にさせていただきます。 
 

13 13ｐ 表－６加害レベ

ル判定基準表 
63ｐ 附表 2 加害レベ

ル判定基準表 

「群れは集落に季節的に」という文章は不要では。 御意見は参考にさせていただきます。 

14 13ｐ 9 対策の手法 主体となり、総合的に実施することとする。 修正しました。 
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 14ｐ ア 人による追

い払い 
 花火等を用いた追い払いを実施するとあるが、鳥獣被害防止総合対策交付金実施要

領においては、補助対象とはなっておらず、購入にあたり補助はあるか。 
県、国による補助対象にはなっており

ません。 
 

15 15ｐ （1）被害防止対

策 
前計画の被害防止対策において、人による追い払いは高齢化等による担い手の不足に

よる必要時に実施できない、あるいはモンキードッグの地域の理解が進まない等の課

題があげられていた。 
次計画で、その点の解決策はどうなっているか。 

計画策定の調査において、追い払いへ

の GPS 機器の活用事例の収集やモンキ

ードッグの利用が進んでいる市町村での

課題整理を進め、計画に記載した内容で

支援などを進めていきます。 
 

16 15ｐ ウ 電気柵等の

設置による侵入防止 
「比較的効果である」は不要ではないか。 
「簡易柵は」の記載は、総合的防除するので特記しなくてよいのでは。 
サルだけでなく他の加害鳥獣対策をふまえた効率的な侵入防止柵の設置を検討すると

いうようなわかりやすい記載をお願いしたい。 

御意見を参考に修正しました。 

17 17ｐ ウ 選別捕獲の

対象とするサルの性別

等 

⑴ 現在、サルを捕獲した場合、性別に関係なく、捕殺を実施してきましたが、計画案

には、「オトナメスは群れの分裂を避ける為、メスのサルの捕獲は避ける」と記載があ

ります。また、サルを捕獲した場合、捕獲調査票を行政へ提出する事とあります。 
捕獲従事者への、性別による捕獲の重要性を理解していただく為、勉強会等の開催をお

願いします。 
⑵ 捕獲調査票について、捕獲頭数毎に調査票を作成、提出をお願いするには、捕獲従

事者の負担が大きくなると考えます。 
GPS 等を活用した生息マップが整った後に、猟友会の理解と協力が得て実施できるの

かも課題と考えます。 

御意見は参考にさせていただきます。 
12 計画の実施体制の 23ｐの県現地機

関（野生鳥獣被害対策チーム）の役割の

市町村、地域の支援を行うことしており

ます。 

18 17ｐ ウ 選別捕獲の

対象とするサルの性別

等 
 オトナメス（出産経

験のある個体）は原則

として捕獲対象としな

い。 

オトナメスを捕獲した場合は、原則すべて錯誤捕獲となるのか？ 
小型檻では思うように捕獲出来ないのが現状であること、被害地域に檻を設置し、そこ

で捕獲された加害個体であるオトナメスを放獣することに対して被害を受けている方

からの理解を得ることが難しい、また昨年 GPS を取り付けたオトナメスが大型檻に 3
回捕獲されていることもあり、慣れた個体が被害を繰り返すことも懸念される。 
捕獲許可はニホンザル（オトナメス（出産経験のある個体）以外）：小型捕獲檻、銃器

（とめさしに限る）、となるのか？鳥獣保護法違反とならないよう、十分な説明と周知

メスの不適切な捕獲による群れの分裂

等の事例があり、分裂した群れが同一箇

所を加害することで被害が激化すること

につながるため、本計画の記載としてお

ります。 
計画は、地域での個体数調整を進める

上での考え方等を示しており、捕獲許可
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期間の確保が必要、現許可がH31.4.30 であることから、その対応もお願いしたい。 
捕獲個体のオス・メスの判断について、生きているうちに確実な判断が出来ないことが

予想される、捕獲者が許可のないオトナメスの個体数調整を行った場合鳥獣保護法違

反となり、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金となるため、許可申請自体出来ない可

能性がある。 
飯田市内全域で確認する作業を実施するには、マンパワーが不足しており、被害防除

や、生産者保護の観点から第 3期の計画と同等の内容としていただきたい。 

を市町村の年次計画を地方保護管理対策

協議会で協議していただき、必要な内容

で許可を受けていただくこととなりま

す。 

19 19ｐ 10 野生群への

人為的干渉（１）餌やり

と付けの禁止 
ア 観光地や高山帯 

「・にあり、環境省よる」とが実施主体は だけでないので「・にあり、環境省 等によ

る・」訂正願いたい。 
修正しました。 

20 19ｐ 10 野生群への

人為的干渉（１）餌やり

と付けの禁止 
ア 観光地や高山帯 

ニホンザルによる生態系への被害、特に高標高域の高山植物の食害について、どのよう

なお考えか伺いたい 
過去の県内における調査では、高山帯

まで季節移動するサルの群れが確認され

ています。しかし、現状ニホンジカのよ

うな高山植物などへの影響は確認されて

いない状況です。 
今後サルの利用頻度が高くなること

で、他の動植物物への影響が危惧される

ことから、今後の動向に留意してまいり

ます。 

21 23ｐ 12 計画の実施

体制（１）行政の役割 

カ 国 
 

「・・・管理する国立公園等」とあるが「等」には何が含まれるか。  
「・・・サルに対する被害対策・・・」の被害対策とは何を想定しているのか。 
 なお、環境省としては被害対策として、既に公園利用者及び事業者への指導、呼びか

け、サル追い、生息（移動）状況の把握を実施しているが、管理計画中であらためて記

載することにより対策を講じることを明確するという意味合いであるか 。 
当該項目は、文脈から環境省を想定しているにも読み取れが国立公園以外の国有林に

おいてもサルに対する対策も必要である。よって林野庁も想定に入れるべきと思慮し

ます。  
 

国立公園以外に、国営公園、国有林も

含まれます。管理されている箇所の利用

者及び事業者への被害抑止のための指

導、被害地管理のための対策への協力、

追い払い等を想定しています。 
ご意見のとおり、国立公園等で不特定

多数の方が入られる箇所について、管理

していただいている国機関に改めて対策

を講じていただくことを明確にすること
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の意味合いで計画に記載しております。 
その他の機関についても記載させていた

だきます。 

22 21ｐ 短期モニタリン

グ 
短期モニタリングの項目にある生息情報マップ作成に伴う地元負担が大きいので、県

としても協力して欲しい。（個体の捕獲やGPS発信機等の装着など。） 
御意見は参考にさせていただきます。 
同様の意見を複数いただきました。 

23 21ｐ ⑴行政の役割 

ア 県庁 
県として第三期に行った内容を開示して欲しい。 実施実績（野生鳥獣被害対策本部会議

の資料等）を送付させていただきました。 
 

24 31p （２）管理ユニッ

ト別の動向 
南アルプス個体群では、茅野市に分布しているサルが富士見町から拡大したものなの

か判断しかねるが、富士見町側の茅野市境にはサルの出没は確認されていない。 
意見を参考に記載を変更しました。 

25 34ｐ 隣接県における

ニホンザルの生息状況 
富山県の記載部分を【生息状況】85 群、3300 と生息すると推定されている。【特定鳥

獣保護管理計画】第 4期計画 計画期間：H29.4.1～H34.3.31 に修正してください。 
修正しました。 

26 41p （４）５年前と比

較した被害発生頻度 
上伊那地域では 2 ポイント、木曽地域、長野地域では変わらないが 2 ポイントずつ多

いものの、「増加した」と「変わらない」という回答がほぼ同数で多かった。木曽の場

合、増加したという回答も多いので、より実態に即した記載にしていただきたくお願い

申し上げます。 

修正しました。 

27 51p （１）被害情報マ

ップ 
現在他鳥獣の被害についても同じマップで管理を行っているが、引き続き管理を行っ

て問題ないか。 
適切に管理していただければ、問題は

ありません。 

28 70ｐ サル捕獲調査表 今まで体重及び頭胴長を記入していたが必要ないのか？ 捕獲者の方の負担軽減を考え、写真に

スケールを入れて撮影いただく方法に変

更しました。 

 



 
 

第二種特定鳥獣管理計画（第４期ニホンザル管理）（案）概要 

 

１ 計画の目的 
科学的・計画的な保護管理により、ニホンザルと人とが緊張感あるすみ分けを

図ることにより、｢ニホンザルの地域個体群の長期にわたる安定的な維持｣及び

「農林業被害の軽減と人身被害の防止」を図る。 
 

２ 計画の期間 
 2019 年（平成 31 年）４月１日から 2024 年３月 31 日 
 

３ 計画の対象 
（1）対象鳥獣 
 ニホンザル（Macaca fuscata） 

（2）対象地域 
 長野県下全域 

（3）保護管理の対象単位 
保護管理の単位は、群れの分布の拡大に伴い、これまでの地域個体群の区

分が明確とはいえなくなった。そのため、環境省の「特定鳥獣保護・管理計

画作成のためのガイドライン（ニホンザル編・平成 27 年度」）（環境省 2016）
に示された人が群れを管理する区分としての「管理ユニット」（一定程度隣接

して生息する群れの集まり）の考えを導入し、これまで保護管理を進めてき

た地域個体群の区分等に考慮した上で、10 の管理ユニットに区分し、保護管

理を進める。 
４ 特定鳥獣の現状 
 （1）生息状況 

推定生息数 約 11,000～16,000 頭 
   推定群れ数 約 200～300 群（年次計画策定群数 206 群） 
 （2）被害状況 

サルによる被害は、県内全域で農業被害、林産物被害また生活被害や人身

被害が発生している。 
農林業被害は、平成 19 年度以降は、広域電気柵の設置等の総合的な対策

が進む中、農業被害、林業被害は減少傾向がみられ、平成 29 年度の被害額

は約 8,900 万円となっている。 
 
５ 新たな計画における保護管理の目標 

本県に生息するサルの地域ごとの健全な維持を図りつつ、人身被害や生活被害

を防止し、群れごとの加害レベルを低下させて農林業被害の抑制を図るために、

人とサルの生活域を分けることを目標とする。 
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６ 目標を達成するための具体的な取り組み 
 （1）被害防除年次計画に基づく総合的な被害対策の実行 

サルの群れ単位の保護管理を基本とし、集落、行政等の関係者が取り組み

の効果を評価・検証しながら、集落が共通認識の下に一体となって「被害防

除対策」、「被害地の管理」、「個体数管理」を組み合わせた総合的な被害対策

を進める。 
被害対策はサルの健全な維持を図るためのものでもあり、「被害地の管理」

を効果的に実施するためにも、被害地の背後に広がる、サル本来の生息地で

ある森林を健全に育成することも被害対策にとっては重要な課題となる。  
そのため、被害地と森林との境界においては、緩衝帯整備などの被害対策

を進めるとともに、サルを含めた多様な野生生物の生息環境の保全のために

も、持続可能な森林管理（経済林の適切な管理、経済林として利用が難しい

針葉樹林の針広混交林への誘導、既存の広葉樹林の保全等）に係る他の施策

についても十分に配慮する。 
 

 （2）保護管理の流れ 
被害対策は、毎年市町村が「被害情報マップ」、「生息情報マップ」、及び新

たに導入した「加害レベル判定基準表」で客観的に判定した群れの加害レベル

を基に作成する「被害防除年次計画」により、地域住民とともに実施する。 
毎年の計画の策定時には、市町村、県は前年の被害対策の効果などの検証を

行い、対策の見直しなどを図る。また、管内の市町村、県などで構成する地方

保護管理対策協議会では、市町村をまたいで生息する群れに関する隣接市町村

同士の協力体制などの広域調整を行う｡ 
各地域の県現地機関職員で構成される野生鳥獣被害対策チームは、市町村、

地域住民の取組みに対し必要な助言や支援を行う。  
 

７ 対策の手法 
 「加害レベル判定基準表」で客観的に判定した群れの加害レベルに応じた被害対

策を地域の条件にあわせて選択し、被害防除対策と被害地の管理は、地域住民が主

体、個体数管理は市町村と捕獲実施者が主体となり実施する。 
 その際、対策の効果を高めるため、被害対策はできるだけ組み合わせて実施する

とともに、地域住民、一般県民へのサルについての正しい知識や適切な対応を行う

ための普及啓発を行う。 
（1）被害防除対策 

サルが農地や人家周辺へ出没したときは、花火、パチンコ、電動モデルガ

ン、銃器、訓練された犬等を必要に応じて用いて、追い払いを実施し、人に

対する恐怖心と人の生活圏への侵入への警戒心を学習させる。 
侵入防止柵は、電気柵を基本とするとともに、現場状況に応じ適切な柵の

種類及び構造を選択した上で適正な維持管理を前提に設置する。 
 

（2）被害地の管理 
集落周辺などでは、被害を軽減するための被害防除対策と連動して実施す



る廃果、農作物残渣の適切な処理、カキ、クリ等の農作物以外の誘引物の適

切な管理、及び農地周辺の山林等での緩衝帯の造成等を実施する。 
 

 （3）個体数管理 
個体数管理は、被害を起こす加害群ごとに群れ内の加害個体を捕獲し、加

害個体を減少させ被害を減少させるとともに、群れサイズの縮小などにより

追い払いなどの防除対策の補完的な役割を目的として実施する。 
群れの個体数管理は、群れ内の加害個体を減少させる選別捕獲を基本とし、

群れを分裂させず、管理ユニット内の群れの維持に配慮した上で実施する。 
被害が甚大で周囲の群れとの関係で追い払いなどの防除対策が効果的に

行えない加害群については、隣接する群れとの関係を充分に把握した上で、

群れ間の関係を崩さないように個体数の縮小及び、群れ全体の捕獲を検討す

る。 
  
（4）捕獲個体の取扱い 

捕獲された個体は、発信機等の装着による生息情報収集及び接近警報シス

テムによる追い払いなどへの利用を除き、実験用動物としての流用は認めず、

原則として殺処分とする｡ 
また、捕獲個体の処分では、「Animal Welfare（動物福祉）」の理念からで

きる限り苦痛を与えない方法で行う。 
 

 
（5）被害対策等の普及啓発 

地域住民が主体となった総合的で効果的な防除対策が行われるよう、県や

市町村が主体となって、被害対策等の普及啓発に努めることとする。また観

光客等に対しても、適切な対応が図られるよう、普及啓発を行う。 
 

（6）野生群への干渉の制限 
観光地などでの餌やり・餌付けの禁止、観光客等へのサルへの正しい対処

方法の普及啓発、飼育個体の適切な管理並びにその指導などについても、被

害対策に併せて進める。 
 
５ モニタリング等の調査研究 

科学的･計画的な管理を進めるため、県と市町村は協力してモニタリングを 
行うこととし､その結果を評価し効果的な被害対策等に活用するほか、必要に応

じて計画等の見直しの検討に活用する。 
 

６ 関係機関による連携 
科学的知見及び地域に根差した情報に基づき、管理を適正に推進していくため

に、行政・関係団体・地域住民が連携を密にして合意形成を図りながら対策を実

施する。 
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１ 計画策定の目的 

  第２種特定鳥獣管理計画（第４期ニホンザル管理）の目的は、科学的・計画

的な保護管理により、ニホンザルと人とが緊張感あるすみ分けを図ることによ

り、｢ニホンザル個体群の長期にわたる安定的な維持｣及び「農林業被害の軽減

と人身被害の防止」を図るとともに、「持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」で示された SDGs（持続可能な開発目標）の 17のゴールのうち３つのゴール

「12つくる責任つかう責任」、「15陸の豊かさも守ろう」、「17 パートナーシップ

で目標を達成しよう」の達成に資することを目的とする。 

 

 

２ 計画策定の背景と経過 

本州、四国、九州、屋

久島の森林帯に分布する

ニ ホ ン ザ ル （ Macaca 

fuscata 以下、特に指定

しない場合はサルとい

う）は、ヒトをのぞく霊

長類のなかで世界で最も

北に分布する種で、日本

固有種である。 

長野県においても、伊

那谷の民話等にもサルは

登場し、昔から人の生活

に少なからず関わりを持

っており、狩猟資源とし

ても利用されていた。 

しかし、乱獲と濫伐に

よる生息地のかく乱によ

り、全国的に個体数が減

少し、昭和 22 年（1947

年）に、狩猟鳥獣から外

れ、現在に至っている。 

本県でも、大正末期か

ら1940年代頃までは、生

息域が、北アルプス、中

央アルプス、南アルプス

等の高標高域に限定さ

れ、1960 年代の初めまで

普通の人にはほとんど目

にすることのできない動物であった。その後徐々に生息域を回復し、現在では

東信地域、中信地域、および諏訪地域の一部を除き、県内の多くの山間地に生

息している（図－１）。 

サルによる農林業被害は、1970 年代に全国で問題となりはじめ、長野県におい

ても木曽谷、南信州地域で顕在化して以降、生息分布の拡大とともに、被害地

域が山麓周辺を中心に拡大し、農林業被害金額は平成 13 年度には２億円を超え

た。（図－２） 

 

図－１ 長野県におけるニホンザルの生息分布 

（平成 29 年度） 

＊保護管理の単位を「管理ユニット」と称す（ｐ4.表－３参照） 
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長野県では、平成９年度～10 年度にニホンザル生息実態調査を行い、県内に

おける分布の変遷と現状把握、個体群の特定、群れ数と個体数の推定を行った

うえで、「ニホンザルの地域個体群の長期にわたる安定的な維持」「ニホンザル

による農林業被害の軽減」を図ることを目的として、平成 12 年に「長野県ニホ

ンザル保護管理計画」を策定した。その後は「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律」に基づく特定鳥獣保護管理計画を、平成16年、平成21年、及び平

成26年（平成26年の「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」

への改正に伴い、第二種特定鳥獣管理計画（第３期ニホンザル管理）に移行）

に策定し、総合的な被害対策を進めてきた(表－１)。 

 

この間に、追い払い（接近警報装置の活用、モンキードッグの配備等）、柵の

設置等の防除対策、年間1,000頭を越える個体数調整、及び収穫残渣等の適切な

処理や緩衝帯整備などを進め、現在では農林業被害額は平成 13 年度のピーク時

に比べ半減してきているものの、依然として年間約8,900万円と高いことから、

引き続き被害の抑制に取り組む必要がある。 

このため、平成 31 年度以降についても総合的に対策を推進するため、第二種

特定鳥獣管理計画（第４期ニホンザル管理）を策定する。 

 

表－１ 長野県におけるニホンザル保護管理計画の策定状況 

時 期 内 容 摘要 

H12 年４月 ～ H16 年３月 長野県ニホンザル保護管理計画 

県 単 独

計画 

H16 年４月 ～ H21 年３月 第１期特定鳥獣保護管理計画 

鳥 獣 保

護 管 理

法 に 基

づ く 計

画 

H21 年４月 ～ H26 年３月 第２期特定鳥獣保護管理計画 

H26 年４月 ～ H31 年３月 

第３期特定鳥獣保護管理計画（第二種特定鳥

獣管理計画（第３期ニホンザル管理）） 

 

図－２ ニホンザルによる農林業被害額の推移 
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３  計画の期間 

2019 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日 

ただし、第 12 次鳥獣保護事業計画に基づく期間は 3 年間とする。 

また、計画期間内であっても、サルの生息状況等に大きな変動があり、見直

しの必要が生じた場合には、計画の改定等を検討する。 

 

４  計画の対象 

（１）対象種：ニホンザル（Macaca fuscata fuscata *） 

動物園、実験動物飼育施設などで飼育されているサルが逸出、放逐された場

合は、本計画により対応を検討する。 

ただし、二ホンザルと交雑の恐れがある外来種については、本計画によらず、

関係法令等に基づき関係機関が迅速に協力して対応することとする。 

＊本州、四国、九州に生息する亜種 

   

（２）対象地域：長野県内全域 

ニホンザルは恒常的なメンバーからなる群れを単位に生活しているが、群

れ分布地域外においても、群れを離れて単独または 10 頭未満の小集団で一時

的に生活することもあること、また実際にそのようなサルが目撃されている

ことから、計画の対象地域は県内全域とする｡ 

 

（３）管理の対象単位 

サルの生活は群れ単位で営まれることから、管理の対象単位は、原則とし

て群れとする。また、特定鳥獣管理計画では、管理の単位として、生物学的

な地域個体群を基本とすることとされてきた。サルの地域個体群は、群れが

連続して分布し、それらの群れ間での交流が可能な地域的集合を指すとされ

ており、これまで本県の計画では、表－２のとおり地域個体群を区分し、人

為による遺伝的かく乱の防止等を踏まえて管理を進めてきた。 

しかし、環境省の「特定鳥獣保護・管理計画作成のためのガイドライン

（ニホンザル編・平成 27 年度）」（環境省 2016）（以下、ガイドラインという）

では、こうしたサルの地域個体群の区分は、現状の科学的知見の検討の中で

は明確にされていないことが指摘されている。一方で、サルはほとんどの場

合複数の群れがまとまって分布するというパターンを示すことから、「隣接し

て生息する群れの集まり」を保護管理の便宜的な単位「管理ユニット」とす

ることが示された。 

本県のこれまでの計画における地域個体群の区分も一部は DNA の調査結果

（長野県 2000）を反映しているとはいえ、科学的に充分に明確にされたも

のではない。そのため、本計画よりガイドラインに基づき、これまで保護管

理を進めてきた地域個体群を「管理ユニット」と設定して、対策を進めるこ

ととする。 

本計画における管理ユニットは、前期の地域個体群の区分を踏襲し、表－

３、図－３に示す 10 ユニットとする。 
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表－２ これまでの計画における地域個体群の区分 

県独自計画 

（H12 年度） 

第 1 期計画 

（H16 年度） 

第 2 期計画 

(H21 年度） 

第 3 期計画 

（H26 年度） 

上信越高原 上信越高原 上信越高原 上信越高原 

真田 真田 真田 真田 

本城・四賀 本城・四賀 （消滅） （消滅） 

軽井沢 軽井沢 軽井沢 軽井沢 

望月 望月 望月 望月 

南アルプス 南アルプス 南アルプス 南アルプス 

中央アルプス 中央アルプス 中央アルプス 中央アルプス 

赤沢 赤沢 

御岳 御岳 王滝・三岳 王滝・三岳 

開田 開田 

北アルプス 北アルプス 北アルプス 北アルプス 

鬼無里・戸隠 鬼無里・戸隠 鬼無里・戸隠 鬼無里・戸隠 

小谷 小谷 小谷 小谷 

- 妙高 妙高 

※地域個体群の区分の基準 

基準 1：メッシュが連続して、ひとつのかたまりを構成している場合は同一個体群とし、地理的

に分離されて、群れが不連続であり、メッシュ間のつながりがない場合は別の個体群とする 

基準 2：メッシュが隣接していても、群れ間の接触がない場合は、別個体群とする。 

基準 3：現段階で明確となった遺伝子のタイプも、個体群特定の根拠とする。 

基準 4：メッシュが離れている場合でも、上信越高原個体群、北アルプス個体群、中央アルプス

個体群、南アルプス個体群、軽井沢個体群などでは、過去に確認されている個体群の状況から

の推測及び文献・資料等の情報をもとに同一個体群と見なした。 

表－３ 本計画における管理ユニットの区分 

第 3 期計画 

地域個体群 

第４期計画 

管理ユニット 

管理ユニットが属する地域* 

上信越高原 上信越高原 長野、北信 

真田 ― 上田 

軽井沢 軽井沢 佐久 

望月 望月 佐久 

南アルプス 南アルプス 諏訪、上伊那、南信州 

中央アルプス 中央アルプス 諏訪、上伊那、南信州、木曽、松本 

御岳 御岳 木曽 

北アルプス 北アルプス 松本、北アルプス 

鬼無里・戸隠 鬼無里・戸隠 長野 

小谷 小谷 北アルプス 

妙高 妙高 長野 

＊広域市町村圏別地域区分で県地域振興局ごとの地域名 
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（４）対象種の生息状況 

県内の生息状況は、平成 29 年度の調査結果から以下のとおりと推定される

(詳細は資料編 ｐ28～34)｡ 

 

 

 

図－３ 管理ユニット別の生息分布状況（平成 29 年度調査） 
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平成 24 年度調査では、11 の地域個体群に区分されており、このうち「望月」

と「真田」については 1 群のみで、群れサイズが 15～20 頭と小規模であった

が、その他の9つの地域個体群については、複数の群れにおいて、個体数が増

加傾向にあるとされた。 

平成 29 年度調査では、このうち「真田」の生息が確認できなかったこと、

及び同地域で捕獲は実施されていなかったことから、他地域へ移動したと推

測された。 

軽井沢地域では、群馬県境周辺ではサルの群れが確認されなかったものの、

過去 2 期の計画策定調査結果等から小諸市で軽井沢町から移動してきたとみら

れる群れが確認され、東御市でもハナレザルが捕獲されるなど浅間山麓での分

布域の拡大が認められた。 

   このほかの地域においても、群れの分布地域外において単独または 10 頭未

満の小集団のサルが複数個所で目撃されている（図－３）。 

 

（５）対象種による被害の発生状況 

サルの被害としては、果実、水稲、野菜等が食害される農業被害、シイタ

ケ、タケノコ等林産物の食害や、造林木が剥皮される林業被害、また家屋侵

入やお供え物、売店の品を持ち去られる生活被害、更には人が咬まれたり引

っかかれたりする人身被害がみられる。人身への危害は、過去５年間に 17 件

あった（表－４）。 

群れの人慣れが進んでいる地域では、食べ物を介した人身被害の発生が懸

念されるとともに、人慣れした個体が移動先で加害したり、他の群れや小集

団へ加入することによる人身被害の広がりも懸念される。 

 

被害発生の傾向をみると、発生初期はシイタケなどの林産物食害を主とし

た林業被害が中心であったが、1980 年代にかけて、主要な被害は農業被害に

移行し、現在農林業被害は、生息地周辺の地域すべてで発生している。 

表－４ アンケートによる被害状況（過去 5 年間、平成 29 年度調査） 

（件数） 

県行政地域 農作物被害 林産物被害 宅地侵入等 人身危害 危害なし 合計 

佐久 10 3 12 0 14 39 

上田 1 0 0 0 6 7 

諏訪 26 5 1 0 23 55 

上伊那 87 22 8 1 30 148 

南信州 189 34 35 6 45 309 

木曽 102 17 11 3 33 166 

松本 115 12 35 3 77 242 

北アルプス 123 32 37 3 33 228 

長野 53 11 7 1 36 108 

北信 23 2 14 0 9 48 

計 729 138 160 17 306 1,350 

推定個体数    約 11,000～16,000 頭 

推定群数     約 200～300 群（１群当たり 51 頭で算定） 

         （H29 市町村年次計画における加害群数 206 群） 
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農林業被害は昭和 50 年頃から顕在化し、その後増加を続けてきたが、近年

は微減傾向で推移している。平成 24 年度には１億 2,800 万円に達したものの、

平成 19 年度以降は、広域電気柵の設置等の対策が進む中、農業被害、林業被

害は減少し、平成 29 年度の被害額は約 8,900 万円となっている（図－２）。 

農林業被害額は、長野県が行っている「農林業被害額調査」の集計結果を

基としている。耕作放棄地の増加等により地域の農業の生産が減少している

場合があることから、被害額の減少と被害対策との因果関係については更な

る検証が必要である。 

 

５ 前期計画（第３期ニホンザル管理）に対する評価 

  前期計画では、農林業被害を減少させるため、群れの状況に合わせた複数の

防除技術を組み合わせ、総合的な対策を講ずることを目標とした。その評価は

以下のとおりである。 

  また、被害対策の効果を判断するための指標としては従来、被害額が用いら

れているが、被害額と被害対策の効果の関係が明瞭で無いことから、新たな指

標が求められている。 

 

（１）市町村による被害防除年次計画策定状況 

群れごとの生息情報と被害情報を地図化し、加害レベルを判定した上で、

被害防除年次計画（以下年次計画という。）を策定し、地域振興局単位で設置

されている地方保護管理対策協議会（以下、地方協議会）で広域調整のうえ、

対策を実施することとした。 

GPS 発信機等を活用した群れの行動域の把握が行われ、年次計画が適切に策

定されている市町村がある一方で、年次計画が策定されていない市町村があ

った。計画が策定されない理由の中には、総合的な被害対策の重要性が十分

に理解されていないことも含まれると考えられる。 

また、計画策定に必要な基礎情報が充分に収集できておらず、生息情報マ

ップ、被害情報マップが作成されていない等計画の策定に不備がある市町村

や、計画があっても捕獲のみに依存するなど、対策の進め方に問題がある市

町村がみられた。 

前期（第３期）計画では、年次計画や被害情報マップ、生息情報マップ等

を県全域で集約するとともに、各地域の問題点や課題に対して専門家が適切

な助言、指導を行える体制の整備を進めたが、一部の地域では、市町村を支

援する体制が十分ではなかった。 

このため第４期計画においては、平成 29 年度調査において整理し評価した

地域ごとの群れの生息情報マップや、現状把握されている群れの行動域など

を全県及び各地域で共有する必要がある。 

また、各地域振興局単位で配置されている野生鳥獣被害対策チーム（以下、

対策チーム）が、年次計画作成段階から市町村に協力し、市町村毎の、及び

市町村境を越えた広域的問題点や課題に対して専門家の適切な助言・指導を

受けやすい体制を作る等、実行性のある計画作成を支援することが求められ

る。 

 

（２）被害防除対策 

前期計画では「追い払い」「モンキードッグの配置」「電気柵等の設置」等
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を実施した。 

農地等に出没した個体や群れを森林内に追い返す（田畑から追い払う）こ

とは被害防除の基本であり、調査によれば、ほとんどの被害市町村において

花火やパチンコ、電動エアガン等を用いた人による追い払いが行われていた。 

また、一部の市町村においては、サルに電波発信器を装着し、接近警報シ

ステムを導入するなどにより、効率よくサルを発見していた。 

追い払いの効果をあげるには、群れの移動方向へ追うように群れの後方か

ら圧力をかける必要がある。また、特定の個人によるのではなく、被害に関

わる地域住民全員による徹底した追い払いを、出現頻度が減った後も一定期

間継続する必要がある。実際には、高齢化等による担い手不足により、必要

な時に実施できない、或いは継続して実施できない場合が生じている。電波

発信器の電池切れ後の発信器装着個体の不在や接近警報装置の作動不良など

により、期待される効果が維持出来ていない地域がある。 

サルを追い払うモンキードッグは、８市町村で89頭が活用されており、2市

村で計画、準備中であった。また、2 市町では地域での理解が進まず、継続さ

れていない。 

モンキードッグは有効であるが、追い払った群れが対策の実施されていな

い地域に移動すること、犬の世代交代がスムーズに行われないこと、地域で

の理解が進まず、モンキードッグの活用が進まないなどの問題点が生じてい

た。 

また、広域にわたる長距離電気柵は、一定の効果が認められる。しかし、

電気柵沿いの立木が処理されずに侵入の足場になったり、柵の構造や設置方

法が不完全であったり、除草等のメンテナンスが行われず、効果が持続して

いない箇所もあった。また、道路、河川などで柵が分断される等の構造上の

限界もあった。 

このように1種類の対策だけでは被害は防ぎきれないため、地域における防

除対策の課題の改善を図るためには、対策チーム、市町村などが連携しなが

ら、支援チーム等の助言、指導を受けつつ、協働することが必要である。 

 

（３）生息環境対策 

前期計画では、「廃棄果実等の適切な処理」「農地周辺の森林整備」等を実

施した。 

サルを集落周辺に接近、定着させないためには、集落内にある誘引物の除

去とともに、人の生活域とサルの生息域を区分する緩衝帯の造成等は有効であ

り、各地で取り組まれてきた。 

緩衝帯の造成については、管理が継続され効果がみられる地域があるもの

の、造成が進んでいない箇所や、造成後の維持管理が十分ではなく、効果が維

持できていない箇所も多かった。今後は、必要な箇所で造成を進めるとともに、

造成後の管理方法や分担等を明確にすることにより、着実な維持を図る必要が

ある。 

また、誘引物除去の一環として、農地の未収穫作物、被害作物などの処理

や集落内にある利用されなくなったカキ、クリ等の伐採や未収穫果実の撤去な

どが進められてきた。しかし、いまだ不適切な処理がみられる地域が少なくな

かった。 

このため、被害情報マップの活用などにより地域における未収穫果実の除
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去や廃棄果実の適切な処理について住民に一層の周知を図る必要がある。 

 

（４）個体群管理 

前期計画では、「地域個体群ごとの保護管理の方針策定」「個体数管理」「単

独又は小集団のハナレザルへの対応」等を実施した。 

個体数管理のための捕獲は、加害個体の排除による被害軽減を目的として

多くの被害市町村で行われ、年平均 1,000～2,000 頭の捕獲が行われてきた。 

また、群れの個体数を一定の規模に抑える捕獲も被害対策として効果があ

るが、群れの分裂による被害拡大を避けるためには、捕獲個体を選別する必

要がある。 

幾つかの地域では、加害群や加害個体を見極めずに捕獲を繰り返したため

に被害が減少しない事例、オトナメスの捕獲等により群れが分裂し被害が拡

大しているとみられる事例があった。一方で、木曽地域では、少ない捕獲数

であっても、捕獲個体を選別と追い払い等の防除対策を徹底することにより、

被害額を減少させた事例もある。 

このため、「個体数管理」は、「被害防除対策」や「被害地の管理」を組み

合わせて捕獲個体の適切な選別を行ったうえで実施する必要があることを、

対策チーム、市町村などが連携しながら支援チーム等の助言、指導を受けつ

つ、協働することが必要である。 

また、一時的には多数の個体が捕獲され被害が小康状態になったが、他の

対策がなく、時間の経過と共に被害が再発したり、捕獲従事者の高齢化によ

り計画的な捕獲が進まないことなどが問題点としてあげられた。 

 

６ 本計画（第４期ニホンザル管理）における管理の目標 

本県に生息するサルの地域ごとの健全な維持を図りつつ、人身被害や生活被害

を防止し、群れごとの加害レベルを低下させて農林業被害の抑制を図るために、

人とサルの生活域を分けることを目標とする。 

 

７ 目標を達成するための取り組み 

（１）被害防除年次計画に基づく総合的な被害対策の実行 

前期計画と同様、群れ単位の管理を基本とし、被害集落、行政等の関係者が

取り組みの効果を評価・検証しながら、被害集落が共通認識の下に一体となっ

て「被害防除対策」、「被害地の管理」、「個体数管理」を組み合わせた総合的な

被害対策を進めるとともに、地域の人材育成に向けた普及啓発を行う。また、

行動域が県境や市町村境をまたぐ群れについては、隣県や隣接市町村との情報

交換を行いつつ、対策の連携に努める。 

被害対策は、サルの健全な維持を図るためのものでもあり、「被害地の管理」

を効果的に実施するためにも、被害地の背後に広がる、サル本来の生息地であ

る森林を健全に育成することも被害対策にとっては重要な課題となる。  

そのため、被害地と森林との境界においては、緩衝帯整備などの被害対策を

進めるとともに、サルを含めた多様な野生生物の生息環境の保全のためにも、

持続可能な森林管理（経済林の適切な管理、経済林として利用が難しい針葉樹

林の針広混交林への誘導、既存の広葉樹林の保全等）に係る他の施策について

も十分に配慮する。 
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（２）管理の流れ 

管理は、市町村ごとに作成する「年次計画」に基づき、以下のとおり実行し

ていく（図－４）。 

 

ア  「被害情報マップ」、「生息情報マップ」の作成 

市町村は、市町村内に生息している群れを対象として、被害の発生状況

や対策(防護柵の位置、捕獲位置)の実施状況、誘引物の位置等を表示した

「被害情報マップ」(資料編 p53、図－16)と、目撃情報や調査で得られた群

れの位置や年間の行動域を表示した「生息情報マップ」(資料編 p55、図－

17)を作成する。 

なお、作成した両マップは、毎年新たな情報を書き加える形で修正しな

がら活用する。また、両マップは、対策チームで集約、地方協議会で共有

して管内での広域調整にも活用する。 

  特に「生息情報マップ」は、全ての対策の基礎情報となるため、県や専

門家等の支援を受けながら、GPS 首輪等の活用を含めた恒常的なモニタリン

グ体制を構築し、加害群及びその隣接群の最新の情報を把握するよう努め

る。 

  また市町村の「生息情報マップ」作成については、H29 年度本計画策定の

ために実施した「ニホンザル生息状況等調査」で得られた「生息情報マッ

プ」（GIS データ）を活用する。 

 

【被害情報マップ】（市町村が作成し、年次計画に活用、対策チームで集約、

地方協議会で共有、広域調整に活用） 

記載する

情報 

①加害情報：加害位置、加害対象、加害の時期、加害レベル 

②防除情報：防護柵、追い払い等の実施位置 

      （接近警報装置、モンキードッグの位置） 

③捕獲情報：位置、頭数、性別等の内訳 

④そ の 他：廃果置き場、侵入経路、放棄果樹の位置 等 

情報の把

握方法例 

①苦情等の集計 

②住民等からの聞取り 

③アンケート 

④現地調査等 

 

【生息情報マップ】（市町村が作成し、年次計画に活用、対策チームで集約、

地方協議会で共有、広域調整に活用） 

記載する

情報 

①目撃位置（場所、日時、頭数、アカンボウの有無等） 

②群れの行動圏 

③群れの性・年齢構成（可能な範囲で） 

情報の把

握方法例 

①目撃情報を集約する仕組みを作って把握 

②被害情報マップの情報を利用 

③調査（住民等からの聞取り、テレメトリーや GPS 調査等） 

 

イ 「年次計画原案」の作成 

市町村は、「被害情報マップ」、「生息情報マップ」、及びマップ作成に活

用した被害情報等を基に、後述する表－６の加害レベル判定基準表により、
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毎年、群れごとに加害レベルを判定し、被害対策チーム等の支援を受けな

がら加害レベルに応じた対策を実施するための「年次計画原案」を作成し、

地域振興局に提出する。 

 

ウ 「年次計画（案）」の作成 

地域振興局は、市町村の「年次計画原案」を集約するとともに、「年次計

画原案」について野生鳥獣被害対策支援チーム等の専門家とともに、前年度

の実施状況等を基に加害レベルを下げていくための対策について助言を行う。

市町村は、これらの助言に基づき原案を修正し、「被害情報マップ」と「生

息情報マップ」を含む「年次計画（案）」を地域振興局に提出する。 

 

エ 「年次計画」の作成 

地域振興局は、市町村から提出された「被害情報マップ」、「生息情報マッ

プ」を集約し、管内全体の「被害情報マップ」、「生息情報マップ」を作成す

る。 

これらを用い、地域振興局を単位とした地方協議会において、年次計画の

内容（捕獲頭数、防除対策など）について協議を行うとともに、集約した管

内マップにより行動域が市町村境をまたぐ群れについての対応や、隣接市町

村間の協力体制などの広域調整を行う｡ 

市町村は、地方協議会の協議や調整等を踏まえ、必要に応じ年次計画を修

正し、修正した「年次計画」を地域振興局に提出する｡ 

 

オ 「年次計画」による被害対策の実施 

市町村は、「年次計画」に基づき、地域住民とともに被害対策を実施し、

対策チームは、取組みに対し必要な助言や支援を行う。 

個体数調整（捕獲）の申請・許可については、年次計画に基づき行うが、

捕獲の実施状況や被害の発生状況等を踏まえ、半年を目途に見直し必要な修

正を行う｡ 

また、年次計画において想定していなかった緊急避難的な被害に対する個

体数調整については、その都度必要に応じて対応する｡ 

 

カ 「年次計画」の実施状況の取りまとめ 

地域振興局は、市町村が修正した年次計画を集約するとともに、野生鳥獣

被害対策本部（鳥獣対策・ジビエ振興室）に提出する。 

鳥獣対策・ジビエ振興室は、年次計画等をとりまとめて被害対策の実行

状況を把握し、その状況を特定鳥獣保護管理検討委員会での検討に付し、

効果のある対策等を各地域にフィードバックするとともに、本計画の修正

や次期管理計画策定の基礎資料等とする。 
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図-４ ニホンザル管理の流れ. 作業（破線右）とその分担（破線左） 

 

８ 加害レベルの判定 

「年次計画」の策定では、群れごとの加害レベルを判定したうえで、加害レベ

ルに応じた被害対策を組み合わせる｡ 

５で示した前期計画の評価から、「対策の効果を客観的に判断するための指標」

の必要性が認められた。そのため、本計画では、環境省のガイドラインを参考に

作成した表－５の「加害レベル判定表」と表－６の「加害レベル判定基準表」に

よる加害レベルを指標の一つとする。判定は、それぞれの群れの状況を「加害レ

ベル判定表」の項目ごとに判定し、項目ごとのポイントを集計する。加害レベル

は、集計したポイントを用いて「加害レベル判定基準表」で判定する。これによ

り、加害レベルの判定が全国的な評価と統一され、他県の状況との比較も可能と

なる。 

それぞれの項目の判定は、①現地調査、②アンケート、③専門家または行政担

当者によるチェックのいずれか、あるいは複数の方法によって行う。 

野生鳥獣被害 

対策チーム 

（地域振興局） 

野生鳥獣被害対策

支援チーム 

 

 

野生鳥獣被害対策

本部（鳥獣対策・

ジビエ振興室）／ 

特定鳥獣保護管理

検討委員会 

県全体の計画・実行状況の取りまとめと分析 

・効果的対策を地域にフィードバック 

・特定計画の変更又は次期特定計画策定 

    

・被害防除年次計画（案）の検討と広域調整 

・被害防除年次計画の決定(前年度末までを目途) 

生息情報マップの作成 

－順次作成－ 

被害情報マップの作成 

－毎年修正加筆－ 

被害防除年次計画に基づく施策の実施 

実施上に必要な計画見直し・緊急避難的対応 

被害防除年次計画（案）の作成 

市町村 

地方保護管理 

対策協議会 

市町村 

市町村 

群れごとに加害レベルの判定 

被害防除年次計画の原案作成 

－毎年加筆－ 

被害情報･生息情報マップ作成支援 

管内マップ（被害情報、生息情報）作成 

被害防除年次計画作成支援・原案集約 

事前協議（助言） 

見

直

し

・

修

正
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環境省の特定鳥獣保護・管理計画作成のためのガイドライン（ニホンザル編・平成 27 年度）により作成 

 

 

 

表－５  加害レベル判定表 

ポ イ ンポ イ ンポ イ ンポ イ ン

トトトト    

目撃頻度目撃頻度目撃頻度目撃頻度    

平均的な目平均的な目平均的な目平均的な目

撃規模撃規模撃規模撃規模    

人への反応人への反応人への反応人への反応    

集 落 へ の集 落 へ の集 落 へ の集 落 へ の

加害状況加害状況加害状況加害状況    

生活被害生活被害生活被害生活被害    

0000    

山奥にいる

ためみかけ

ない 

群れは山から

出てこない 

遠くにいても、人

の姿を見るだけで

逃げる 

被害集落は

ない 

被害なし 

1111    

季節的にみ

かけるとき

がある 

2、3 頭程度

の目撃が多い 

遠くにいても、人

が近づくと逃げる 

軽微な被害

を受けてい

る集落があ

る 

宅地周辺で

みかける 

2222    

通年、週に

1 回程度ど

こかの集落

でみかける 

10 頭未満の

目撃が多い 

遠くにいる場合逃

げないが、20m 以

内までは近づけな

い 

大きな被害

を受けてい

る集落があ

る 

庭 先 に 来

る、屋根に

登る 

3333    

通年、週に

2,3 回近く

どこかの集

落でみかけ

る 

10～20 頭程

度の目撃が多

い 

群れの中に、20m

まで近づいても逃

げないサルがいる 

甚大な被害

を受けてい

る集落があ

る 

器物を損壊

する 

4444    

通年、ほぼ

毎日、どこ

かの集落で

みかける 

20 頭以上の

目撃が多い 

追い払っても逃げ

ない、または人に

近づいて威嚇する

サルがいる 

甚大な被害

を受けてい

る集落が隣

接し 3 集落

以上ある 

住居侵入が

常態化 
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環境省の特定鳥獣保護・管理計画作成のためのガイドライン（ニホンザル編・平成 27 年度）により作成 

 

９ 対策の手法 

サルによる被害を防止するため、加害レベルに応じた被害対策を地域の条件に

あわせて選択し（表－７）、被害防除対策と被害地の管理は、地域住民が主体、

個体数管理は市町村と捕獲従事者が主体となり、総合的に実施することとする。 

表－６  加害レベル判定基準表 

加 害 レ ベ加 害 レ ベ加 害 レ ベ加 害 レ ベ

ルルルル    

群れの目撃頻度群れの目撃頻度群れの目撃頻度群れの目撃頻度    被害程度被害程度被害程度被害程度    人慣れ程度人慣れ程度人慣れ程度人慣れ程度    

加害レベル判加害レベル判加害レベル判加害レベル判

定表合計ポイ定表合計ポイ定表合計ポイ定表合計ポイ

ントントントント    

レベル０レベル０レベル０レベル０    

山奥に生息してお

り、集落内ではみ

かけない。 

― ― 0 

レベルレベルレベルレベル 1111    

群れは集落でたま

にみかける。 

ほとんど被害は

ない。 

― 1～2 

レベルレベルレベルレベル 2222    

群れは集落で季節

的にみかけるが、

群れ全体は出てこ

ない 

季節的に農作物

の被害はある 

― 3～7 

レベルレベルレベルレベル 3333    

群れの大半の個体

が季節的に耕作地

に出てくる。 

季節的に農作物

の被害はある 

人慣れし始め

ている。 

8～12 

レベルレベルレベルレベル 4444    

群れの全個体が通

年耕作地周辺でみ

かけられる。 

常時農作物被

害、まれに生活

環境被害が発生 

人慣れしてい

る 

13～17 

レベルレベルレベルレベル 5555    

群れの全個体が集

落で通年・頻繁に

みかけられる。 

常時農作物被

害、生活環境被

害が多発、人身

被害の危険有 

人慣れが進ん

で、被害防除

対策の効果が

少ない 

18～20 
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 その際、対策の効果を高めるため、できるだけ組み合わせて実施する。 

また、鳥獣対策・ジビエ振興室は、対策チーム、市町村の協力を得て、各手法

の成功・失敗事例等の情報を取りまとめ、市町村等に提供する。 

 

  

（１） 被害防除対策 

被害防除対策は、対策未実施地域への被害移動にもつながることから、同じ

表－７ 加害レベルに応じた被害対策 

対策対策対策対策    

レベルレベルレベルレベル    

被害防除対策被害防除対策被害防除対策被害防除対策    被害地被害地被害地被害地のののの管理管理管理管理    個体数管理個体数管理個体数管理個体数管理    

レベル０レベル０レベル０レベル０    

○予防的な対応と

しての追い払い

（サルを見かけ

たら） 

○林縁部に自生するカ

キやクリの除去又は

収穫 

○廃棄作物の適正な処

理 

○生ゴミの適正な処理 

○実施しない 

レベル１レベル１レベル１レベル１    

○追い払い 

○林内のシイタケ

ほだ場は、防護

柵（電気柵等）

による防除、又

は人家周辺への

移動 

○林縁部に自生するカ

キ、クリやクワ等の

除去又は収穫 

○廃棄作物の適正な処

理 

○生ゴミの適正な処理 

○農地周辺の見通しを

良くするためのツル

などの林縁部の整理 

○実施しない 

レベル２レベル２レベル２レベル２    

○追い払い 

○防護柵（簡易電

気柵等）の設置 

○林縁部や集落内（庭

を含む）に自生する

カキ、クリやクワ等

の除去又は早期収穫 

○廃棄作物の埋設等の

適正な処理 

○生ゴミの放置禁止等

の適正な処理 

○取り残し作物の除去 

○屋外の商品の適正管

理 

○農地周辺の見通しを

良くするためのツル

などの林縁部の整理 

○農地に隣接する耕作

放棄地、森林の刈り

払い、除伐（緩衝帯

造成） 

○加害個体の選別捕獲 

レベル３レベル３レベル３レベル３    

○組織的な追い払

い 

（群れの行動調査

に基づく計画的

な追い払い等） 

○分散している農

地は個別電気柵

の設置 

○重要な作物や大

規模な農地は恒

久的電気柵の設

置 

○加害個体の選別捕獲

（群れ個体数の管理を

含む） 

レベル４レベル４レベル４レベル４    

○加害個体の選別捕獲

（群れ全体の加害レベ

ルが高い場合は、群れ

の部分除去も検討） 

レベル５レベル５レベル５レベル５    

○加害個体の選別捕獲

（群れ全体の加害レベ

ルが高い場合は、群れ

の部分除去も検討） 

○加害群の除去のための

捕獲（周辺の群れとの

関係を把握した上での

計画的で科学的な捕

獲） 
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群れによる被害地や被害の可能性がある地域と連携して実施することが重要で

ある。地域間が連携することで、群れの被害地域全体で対策が行われることと

なり、群れの加害レベルを下げることにつながる。 

 

ア 人による追い払い 

 サルが農地や人家周辺へ出没したときは、花火、パチンコ、電動モデルガ

ン、銃器等を必要に応じて用いて、山林方向への追い払い（群れの移動方向

を見定めて、その方向へ田畑から追いたてる）を実施し、人と人の生活圏へ

の警戒心を学習させる。 

また、より効果を高めるためには、群れのサル（原則としてオトナメスと

する）に電波発信機、GPS 発信機を装着して把握された、群れの位置、行動

圏情報を利用する。例えば、接近警報装置の導入や、人の生活圏からより

遠くへ群れを離すための泊まり場からの追い払い等を検討する。 

 

イ モンキードッグによる追い払い 

モンキードッグによる追い払いは、モンキードッグをリリースすること

から様々な条件整備が要求されるという認識の下、定期的な訓練の実施、

飼い主の不在時における追い払い体制等を検討の上実施する。また、モン

キードッグによる追い払いを継続するため、世代交代時の犬の確保なども

含めて計画的に行うことが必要である。 

 

ウ 電気柵等の設置による侵入防止 

サルに有効な電気柵は、一定の構造を備える必要があることから、以下

のことに配慮する。 

・ 電気柵の設置箇所、構造の指定は、業者任せにせず、対象作物、設置環

境を充分に検討し、対策チームや専門家の意見も取り入れる。 

・ 恒久的な電気柵では、設置前にサルの侵入経路となる立木等の除去など

の整備を実施する。 

・ 維持管理がなるべく容易になるような設置場所の選択等、維持管理の継

続体制を整える。 

・ サルが柵を越える場合は、その原因を確認して改良していくことで柵の

効果を高めていくことができる。そのため、柵及び周辺の定期的な点検、

除草など、柵全体のメンテナンスが必須である。 

・ サルだけでなく他の加害鳥獣対策をふまえた効率的な多獣種対応の柵の

設置も検討する。 

また長距離で設置される電気柵では、維持管理の省力化等を進めるため、

遠隔通信による電圧監視システム等の ICT 機器の活用について検討する。 

 

（２） 被害地の管理 

被害地周辺は、サルの利用頻度を下げて、群れの加害レベルを上げないこと

が重要であり、サルを呼び寄せる誘引物の除去や、農地周辺の山林などを管理

し、サルの隠れ場所をなくすとともに追い払い等対策の効果を上げるため、緩

衝帯の造成を実施する。 
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ア 廃棄果実等の適切な処理 

サルは、作物や作物残渣等に依存するようになると、栄養状態がよくなり

出産頻度や当歳個体の生存率が高まり増加率が上がるとともに、農地での滞

在時間が長くなるため人慣れが進行しやすくなる。 

そのため、廃棄果実や作物残渣等はサルが利用できないように埋設するな

ど、JA 等の協力のもと処理の徹底を図る。 

未被害地域でも廃棄果実等は、サルを誘引する原因となることから、同様

の処理を行うことが必要である。 

 

イ 農作物以外の誘引物の適切な管理 

集落周辺及び、集落内にある利用されなくなったカキ、クリ、クワ等もサ

ルを誘引することから、こうした木等誘引物の位置を地域で把握し、未収穫

果実の撤去や立木の伐採等の対策を進める。 

また、墓地のお供え物、生ごみ、干し柿等の適切な管理､観光地などの土

産店等の食料品管理なども徹底する。 

 

ウ 農地周辺の山林及び耕作放棄地の管理、緩衝帯の造成 

農地周辺で放置され藪化した山林、及び耕作放棄地は、サルが集落に侵入

する際、及び逃げる際の隠れ場所となる。そのため、こうした箇所の除間伐

や雑木、藪、雑草の刈払いを実施し（緩衝帯の造成）、山林内の見通しを良

くすることで、農地に接近するサルを見つけやすくなるとともに、被害防除

対策で行う追い払いの効果を高めることができる。また、緩衝帯を設置、管

理することは、漏電防止が必要な電気柵の維持管理などにも有効である。 

しかし、これらの除間伐や刈り払いした箇所は、継続的に管理しないと、

３年程度で下層の薮などが回復し、効果が低下する。そのため、除間伐など

の実施箇所の整備後の維持管理を誰がどのように実施していくかを明確にし

た上で整備を進めることが必要である。 

 

（３） 個体数管理 

ア 被害防除効果を高めるための個体数管理の基本的な考え方 

サルは群れ単位で被害を出すが、群れ内の頭数と被害の大小に比例関係

が無い。そのため、サルの個体数調整は、加害個体の捕獲による田畑への

サルの出現頻度の低下、群れサイズの縮小による追い払い効率の向上など

の防除対策の補完的な役割を目的として実施する必要がある。 

群れの個体数管理は、群れ内の加害個体を減少させる選別捕獲を基本と

し、群れを分裂させず、管理ユニット内の群れの維持に配慮した上で実施

する。 

被害が甚大であり、周囲の群れ等との関係で追い払いなどの防除対策が

効果的に行えない群れについては、周囲の群れとの関係や人慣れの進行等

による被害構造の変化予測を踏まえた上で、個体数の縮小を検討する。た

だし、群れの規模が小さい「望月」管理ユニットでは、人身被害発生が懸

念される場合や、農林業被害が甚大になる恐れのある場合を除き、原則と

して個体数管理は行わない。 
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イ 選別捕獲の対象とするサルの性・年齢別等 

サルの群れは、母系集団を基本として地域と結びついている。群れのオ

トナメスを、群れ内の母系関係を把握せず、無作為に捕獲することは、群

れの構造に影響を与え、群れの分裂を引き起こす可能性がある。 

加害個体の選別捕獲の対象は、オトナオス、未出産オトナメス、ワカモ

ノ、コドモ、アカンボウとし、オトナメス（出産経験のある個体）は原則

として捕獲対象としない。 

檻などでオトナメスが捕獲された場合は、群れの行動域等を把握するた

めの GPS 発信機等の装着個体としての利用を図るか、放獣を基本とする。 

 

ウ 選別捕獲の方法 

捕獲は、できる限り群れの行動域、群れの個体数を把握し、群れごとに捕

獲数を把握しながら群れ間の関係を崩さないように配慮して実施する 

群れの調査が進んでいない場合は、被害農地周辺での小型檻などによる捕

獲を基本とする。加害群、加害個体が特定できない山林内での銃器による捕

獲は、被害軽減につながらない可能性があるとともに、オトナメスの選別捕

獲ができず、群れの分裂を引き起こす等の影響が考えられるため行わない。 

また捕獲の省力化等を進めるため、遠隔通信による捕獲通報システム等の

ICT 機器の活用について検討する。 

 

エ 大型檻による捕獲の考え方 

大型捕獲檻は、基本的に群れ全頭の捕獲のための装置であり、群れに対す

る長期の餌付けを伴う。そのため、適切な捕獲ができなかった場合、餌付け

による群れの人慣れの進行、出産数の増加、当歳個体死亡率の低下、群れの

分裂等による被害の激化、捕獲檻への馴化による捕獲効果の低下などが発生

するため、計画段階から専門家等の協力を得て、十分な準備と捕獲管理体制

を整えた上で実施する必要がある。 

 

オ 群れ全体の捕獲の考え方 

群れの個体数を減らしても被害が軽減できず、他の群れとの関係や地理的

条件などから被害防除の効果が限られる場合は、周囲の群れとの関係や捕獲

後の被害構造の変化予測を踏まえた上で、群れ全頭の捕獲を検討する。 

群れ全頭の捕獲は、以下の順序で実施する必要がある。 

・ 群れの状況（捕獲対象群と周辺の群れとの関係、対象群の行動域、性年

齢毎の頭数等）の把握と可能な限りの個体識別。 

・ 隣接する群れを含めた地域全体の管理計画（地域に生息する群れごとの

被害対策の方針、群れの状況にあわせた捕獲方法の選択、捕獲実施場所

と時期の設定、捕獲後の地域全体の被害構造の変化予測に基づく被害防

除対策及び被害地の管理計画、捕殺方法や捕殺個体の処理計画など）の

策定。 

・ 遂行可能な計画に基づき、捕獲体制の整備を行った上で、専門家などと

協働でとり残し個体を発生させない確実な捕獲。 

 

カ 単独又は小集団の捕獲 
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ハナレザル又は、オスグループ等の小集団による被害対策では、引物（庭

の果実、生ゴミ、コンポスト、商店の商品等）の適正な管理、餌付け行為の

禁止を呼びかけると共に、追い払いを実施して、被害地域に定着しないため

の対策を実施する。 

それでも被害が無くならず、加害レベルが高いと判断される個体または、

人身被害のおそれがある場合は、捕獲する。 

 

（４） 捕獲個体の取扱い 

個体数調整により捕獲された個体は、発信機等の装着による生息情報収集及

び接近警報システムによる追い払いなどへの利用を除き、実験用動物としての

流用は認めず、原則として殺処分とする｡ 

捕獲された個体は、人間の利益のために動物本来の行動や寿命が大きく規制

された状態にある。国の「動物の殺処分方法に関する指針」（平成７年総理府

告示第 40 号）では、「動物の生理、生態、習性等を理解し、生命の尊厳性を尊

重する」動物福祉（Animal Welfare）の理念が示されており、本県においても

捕獲個体にできる限り苦痛を与えない方法を用いて殺処分を行うこととする。 

そのため、市町村、並びに捕獲従事者は、こうした理念を理解し、対象群の

他個体による捕獲場所の忌避を避けるため、原則捕獲場所から離れた場所で、

銃、電気ショッカー又は炭酸ガス等による殺処分を行う。 

 

（５） 被害対策等の普及啓発 

地域住民が主体となった総合的で効果的な防除対策が行われるよう、県や市

町村が主体となって、被害対策等の普及啓発に努めることとする。またあわ

せて、観光客等に対しても、適切な対応が図られるよう、普及啓発を行う。 

 

ア 被害地域住民への普及啓発 

地域住民主体による防除対策を推進するため、対策を必要とする集落に対

し、市町村及び対策チームによる集落点検や学習会を実施し、集落が主体と

なった総合的な対策についての支援を行うとともに、防除対策を担う地域住

民のスキルアップを図る。学習会における主な説明項目としては以下が考え

られる。 

・ サルの習性や生態の基本、管理の目的等についての説明 

・ 電気柵等による農作物被害防除方法及び維持管理方法 

・ 効果的な追い払い方法 

・ 誘引物管理、緩衝帯の造成等の被害地の管理の重要性 

・ サルを寄せ付けない集落づくりと成果の波及方法 

・ 餌やりと餌付けの禁止の必要性 

 

イ 観光客等への普及啓発 

県、市町村、関係団体は、観光客や別荘住民等を対象とした「サルの生態

や習性に応じた対応方法」、「餌やり行為の禁止とその理由」、「生ゴミの適正

管理による誘引物管理の必要性」などについての普及啓発に努める。 

 

ウ 一般県民への普及啓発 
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県、市町村等が協力して、パンフレット、インターネット等を活用し、サ

ルの生態や対策、サルとの接し方等の基本的知識、及び飼育個体の適正管理

と放逐禁止について普及啓発を図ると共に、地域振興局等の相談窓口の存在

を PR する。 

子供たちに野生鳥獣に関する正しい知識を得てもらうため、学校教育の現

場や自然活動行事等での積極的な普及啓発に努める。 

 

（６） 隣接県間の情報共有 

新潟県境、群馬県境、山梨県境、岐阜県境、富山県境の８管理ユニットに含

まれる群れが県境をまたいで生息し、かつ被害を発生させている（資料編ｐ35 

図－７のとおり）。 

これらの群れに対して共通認識の下に効果的な対策を実施するため、隣接県

および、隣接県の該当市町村における群れや被害の状況、対策等についての情

報共有に努め、協力して対策を実施する。 

 

１０ 野生群への干渉の制限 

（１） 餌やりと餌付けの禁止 

餌やりや餌付けは、サルの人慣れを促進させ農林業被害や人身被害の誘因と

なることなどから、観光客を含め餌やり行為の禁止を徹底する。 

 

  ア 観光地 

 北アルプスの上高地では、群れの人慣れが進んでおり、人身被害や物的被

害が懸念される状況にあり、環境省による追い払いが実施されている。 

また、志賀高原、軽井沢などでも人慣れが進んだサルが問題となっている。 

そのため、各地域のレベルに合わせた地域住民による被害対策に協力する

形で、観光関係者もサルを目撃した場合の追い払いを行う。また、これらの

地域を訪れる観光客への正しい対処方法の普及啓発を図る。また、観光地の

商業者に対しても、サルに商品が奪われない対策（商品への網掛け等）の実

施を依頼していく。 

 

イ 高山帯 

 本県では、北アルプス、中央アルプス等の高山帯において、アンケート、

センサーカメラ調査等での目撃情報が得られており、高山帯まで利用する広

い行動域を持つサルの群れが存在している。 

そのため、登山客等とサルとのあつれきが進まないように、山小屋等での

生ゴミの適正管理や、登山者等による餌やり行為の禁止について啓発を行い、

人身被害等を防ぐ必要がある。 

また、サルが高山帯を利用することで、他の動物への影響も危惧されるこ

とから、サルの動向には今後も留意する。 

 

（２）  飼育個体の適切な管理 

動物園、実験動物飼育施設、個人などの飼育個体として人馴れの進んだサル

が野外に放逐された場合には、その個体が人身被害や生活被害を起こすだけで

なく、野生の群れに入り込んだ場合には、遺伝子攪乱の可能性とともに、群れ
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を農林業被害や生活被害等を起こす加害群にする可能性がある｡ 

これらのことから、サルの飼育にあたっては、動物の愛護及び管理に関する

法律等に基づき特定動物の飼養許可を受けた上で適切な管理を行うものとし、

県は飼育個体の野外への逸失などが起こらないように啓発に努める。 

誤って飼育個体が野外へ逃げ出した場合は、所有者の責任において捕獲を行

うが、所有者が不明なものは、県、及び市町村によりすみやかに捕獲する｡ 

 

（３） 野猿公苑 

昭和 39 年に地獄谷野猿公苑が開設され、地域の重要な観光資源として、ま

た研究の拠点としても機能してきたが、餌付けされたサルが周囲の群れに入り

込むことによって、農業被害等を引き起こすとともに、人慣れした小集団が周

辺の集落地域で生活被害を発生させている。 

一地域の問題ではあるが、人と野生鳥獣との緊張感のあるすみ分けにとって

重要な課題であり、県、地元市町村、被害者、地獄谷野猿公苑、専門家等で、

被害対策を適切に進めるとともに、今後の対応を総合的に検討していく｡ 

 

１１ モニタリング 

科学的･計画的な管理を進めるため、県と市町村は協力してモニタリングを行

うこととし､その結果を評価し効果的な被害対策等に活用するほか、必要に応じ

て本計画等の見直しの検討を行う（図－５）。 

 

 

モニタリング項目は以下のとおりとする。 

（１）計画見直しのためのモニタリング 

目  的： 管理ユニット毎の動向を把握し、計画の見直しや次期計画策

定のためのデータの収集を行う 

 

時  期： 概ね５年ごと若しくは計画実行のためのモニタリングの結果

等により、計画見直しの可能性が生じた時点とする｡ 

 

調査項目：  生息状況(分布、群れ数や個体数の動向等)、生息環境、被害

状況 

 

 

（２）計画実行のためのモニタリング 

目    的：  被害対策等へ活用、及び計画の実行状況チェックのための指

標の収集 

施策の実行 隣接県と連携 

フィードバック管理 

現状の把握と分析（ニホンザルの現況、

生息環境の現況、被害の実態など） 

目標および管理の策定（被害防除対策、

被害地の管理、個体数管理など） 

モニタリング 

施策の評価 

情報公開 

図－５ 管理の実行フロー 
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時    期：  毎年 

 

調査項目：  生息情報マップ・被害情報マップ（被害状況、防除状況等） 

      被害防除年次計画 

捕獲調査票（資料編ｐ71、様式第２号）、被害額集計 

 

 

１２ 計画の実施体制 

効果的な管理を実施するため、県、市町村、農林業団体、集落の住民等の関係

者が協同で取り組む。 

特に被害対策においては、一組織や一個人のみに頼るのではなく、被害地の各

組織や集落住民等が施策に積極的に参画し実施する。 

なお、計画を実行するにあたり、それぞれの機関の役割を次のとおりとする。 

 

（１） 行政の役割 

ア 県庁（野生鳥獣被害対策本部、鳥獣対策・ジビエ振興室） 

県は、計画の策定、計画に基づく各種施策の実行・モニタリング・施策の評

価・計画の見直しを行うこととし、その円滑な運用のために次のことを行うこ

ととする。 

� 効果的な被害対策の普及を行うため、助言、支援及び情報提供を積極的に

行う。 

� 被害対策の研修会等を開催し、被害防除施設の設置や保守管理等に関して

市町村、集落及び農林業者に対し技術指導等のできる者の育成を図る。 

� モニタリングの実施及び取りまとめを行う。 

� 各地域で集約され、提出された被害情報マップ及び生息情報マップ、年次

計画、及びモニタリング結果等について、研究者らで構成される特定鳥獣

保護管理検討委員会（ニホンザル専門部会）で検討を行い、検討で得られ

た効果的な対策を各地域にフィードバックする。 

� 生息分布､行動圏把握のために隣接県との情報交換、連絡調整等を実施す

る。 

� 複数の地域に行動域がまたがる群れの管理について、当該市町村、関連す

る地域振興局の被害対策チームと連携し、適切な対策を支援する。 

� 間伐等の適切な森林整備の実施や針広混交林への誘導など､サルも含めた

野生鳥獣の生息できる多様な森林の維持・造成を推進する。 

� 学校教育、自然活動行事、観光行事等でのサルに関する正しい情報の普及

啓発を関係部局が連携し実施する。 

 

  イ 地方保護管理対策協議会 

    地域振興局毎に設置し、管内の市町村ごとの年次計画の検討を行うこととし、

効果的な対策がとれるよう関係者間の連絡調整を図る。 

    なお、地方協議会は３月末までに開催することを基本とし、次のことを行う

こととする。 

� 市町村が作成した被害情報マップ及び生息情報マップ等を使い、群れの分

布を把握することにより、市町村をまたぐ対策にあたっての広域調整を行

う。 
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� 次年度の年次計画について協議し、個体数管理の広域調整等を行い、地域

全体での被害対策の合意形成を図ることとする。 

    

  

 ウ 県現地機関（野生鳥獣被害対策チーム） 

地域毎の管理を円滑に実施できるよう次のことを行うこととする。 

� 対策チームは、市町村及び集落に対して、被害情報マップや生息情報マッ

プの作成、また年次計画策定の段階から､具体的な被害対策等に関する助

言、支援及び情報提供等を積極的に行う。 

� 市町村が作成した被害情報マップ及び生息情報マップを集約し、管内の被

害情報マップ及び生息情報マップを作成し、GIS 等で利用可能な電子ファ

イルによる関係機関との共有を図る。 

� 作成した管内マップ（含む電子ファイル）を野生鳥獣被害対策本部（鳥獣

対策・ジビエ振興室）に提出する。 

� 追い払いや防護柵設置の効果が上がらない集落に対し、市町村と協同で問

題点の洗い出しを行い、有効な対策の助言・支援を行う。 

� 年次計画に基づき､個体数調整の許可をするとともに、市町村と協力して

捕獲従事者に対し、捕獲の趣旨や方法の周知を図る（資料編 p70 別紙６

参照）。 

� 地域の管理に活用可能な農林水産省の「鳥獣被害防止総合対策交付金」等

の補助事業の情報提供、年次計画策定への協力、及び対策実施時の現地支

援などを行う 

� 複数の地域に行動域がまたがる群れの管理について、当該市町村とともに、

隣接する地域振興局の被害対策チーム、鳥獣対策・ジビエ振興室と連携し、

適切な対策を進める。 

� 計画実行のためのモニタリングを実施する。 

� 学校教育、地域行事等を利用して、市町村、関係機関等と連携し、サルに

関する正しい情報の普及啓発を行う。 

 

エ 県現地機関（野生鳥獣被害対策支援チーム） 

県試験研究機関等で構成する「野生鳥獣被害対策支援チーム」は、地域的な

管理を円滑に実施できるよう各地域の対策チーム、市町村、被害集落等の依頼

により次のことを行うこととする。 

� 市町村及び集落に対して、被害情報マップや生息情報マップの作成、年次

計画の具体的な手法等に関する助言、指導及び情報提供等を積極的に行う。 

� 市町村及び集落の依頼により、専門的な被害防除のための助言、及び実地

指導を行う。 

� 追い払いや防護柵設置の効果が上がらない集落に対し、対策チーム、市町

村に協力し、有効な対策の助言・支援を行う。 

 

オ 市町村 

基礎自治体として、集落で被害を及ぼすサルの群れを対象に集落住民をは

じめとする関係者と協働で被害対策を実施する。また、地域の管理実施に当

たっては、関係者間の理解と協力を得るよう調整を図り、円滑な被害対策を
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講じられるように、次のことを行うこととする。また、対策の実施にあたっ

ては、農林水産省の「鳥獣被害防止総合対策交付金」等の補助事業等を適切

に活用する。 

� 住民、県等と協力し、適切な被害対策の基礎となる「被害情報マップ」及

び「生息情報マップ」を作成し、作成した情報を住民に対してフィードバ

ックを行う。 

� 年次計画案を策定し、地方協議会での調整を踏まえて、対策の実施を進め

る。 

� 群れの行動を把握し被害を軽減するために､必要に応じて各種補助事業を活

用し、加害群のサル（原則としてオトナメス）に GPS 発信機を装着するな

ど､群れの移動情報の把握に努め、それらを地域住民に伝える連絡体制の整

備を検討する。 

� 個人単位だけではなく､集落、農地共有者等協同での追い払いが必要な場合

には､地域の追い払いの組織体制の整備に協力する。 

� 人とサルの生息域を区分し､広域的な防除を行うために電気柵等の設置を地

域と連携して進める。 

� サルがゴミに餌付いている場合には、地域住民と協力しゴミ収集等の改善

を行う。 

� 捕獲従事者に対し、捕獲の趣旨や方法の周知を図る（資料編p70、別紙６参

照）。また捕獲個体データの記録、サル捕獲調査票（資料編 p71、様式第２

号）の提出を依頼する。 

� 他の市町村と行動域がまたがる群れの対策を、当該市町村及び被害対策チ

ームと連携して進める。 

 

  カ 国 

国は、管理する国立公園、国営公園、国有林等におけるサルに対する追い

払いや生ゴミの管理等の被害地の管理などの対策を実施する。また、公園利

用者、事業者等へのサルに関する正しい情報の普及啓発につとめるとともに、

県、市町村とのサルの群れの情報を共有する。 

 

（２） 行政以外の役割 

ア 農林業者、商業者、集落（区、自治会など）の住民 

集落に生活する農林業者、商業者、住民は、市町村、県等と連携して住民が

主体となった次のような総合的な被害対策を進める。 

� 農地に侵入しにくい条件を整備するために､農地周辺の藪の刈払いなどを行

う。 

� 整備後の維持管理方針については、整備実施前に地域の関係者と十分調整

を行い、事後管理が持続的に行われる体制の整備を図る。 

� 農地への物理的な侵入を防ぐために防護柵等の設置を行う。 

� 野菜や果実の取り残しをなくすとともに、廃棄果実を埋設するなど適切な

処理をする。 

� 店先にある食料品に網等を被せるなど商品管理を徹底する。 

� 共同での追い払いに対して積極的に協力体制をとる。 

� 被害情報マップ、生息情報マップ作成のための情報提供を行う。 
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イ 捕獲従事者 

市町村、県と協力し、地域の総合的な被害対策を進める上で、次のことに

協力する。 

� 県又は市町村の要請に基づき個体数調整等の対策を進める上で必要な措置

を講じる。 

� 個体数調整で捕獲した個体データを捕獲調査票（資料編p71、様式第２号）

に作成して、市町村に提出する。 

� 野生鳥獣の生態を知る者として、必要に応じ行政、関係団体、住民に対し、

被害防除などについての助言を行う。 

 

ウ 農業協同組合、森林組合、各種団体等 

地域住民、市町村が実施する総合的な被害対策（農地周辺の森林整備、

廃棄果実等の適正処理、広域な侵入防止柵設置など）のうち、組織的な被

害防除や被害地の管理等の対策やその普及啓発に協力する。 

 

エ 大学、NPO 等 

県、市町村との情報交換により、適切な管理に向けた普及啓発につとめる

とともに、地域の集落での被害対策の指導に協力する。 

 

オ 一般県民 

県などが実施する普及啓発活動などで、本計画の必要性及び内容を理解し、

自ら次にあげる対策を行うことにより、「サルと人との緊張感あるすみ分け

の実現」に協力する 

� 庭の果実の除去又は早期収穫を徹底する。 

� 野生鳥獣への餌やり行為を止める。 

� 餌付けとならないゴミ出しを徹底する。 

� 被害地域の集落環境対策、及び森林整備対策の必要性を理解し、所有

する森林の整備に協力する。 

� 被害情報マップ、生息情報マップ作成のためのサルの目撃情報提供を

行う。 
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（参考） 第二種特定鳥獣管理計画（第 4 期ニホンザル管理）の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助言 

連

携 

普及啓発 協力 

【県民】 

○ 被害対策への協力（目撃情報の提供等） 

助言・支援 

・要請 

【県（野生鳥獣被害対策本部・鳥獣

対策・ジビエ振興室）】 

○ 計画の策定･見直し 

○ モニタリング及び調査の全体計

画、情報提供 

○ 協力の要請 

○ 普及啓発、支援 

○ 森林整備への協力 

【市町村】 

○ 住民や県等と連携しての

「被害防除対策」「被害地の

管理」「個体数調整」の推進 

○ 地域の状況にあわせた森

林整備の推進 

○ 普及啓発 等 

【特定鳥獣保護管理検討委員会】 

○ 県に対し、必要な提言を行う 

・ 管理計画の策定･見直し 

・ 管理計画の評価 

・ モニタリングによる計画検討 

 

【ニホンザル専門部会】 

・管理計画に係る具体的かつ専門的な検討 

・モニタリングの評価、検討 

提

言 

検

討 

依

頼 

実施状況報告 

【現地機関】 

（野生鳥獣被害対策チーム：地域

振興局・農業改良普及センター・

保健所・警察等） 

○ 実施状況の把握、情報提供 

○ 関係者間の調整 

○ 被害防除体制の整備 

○ 普及啓発 

○ 短期モニタリング 

○ 個体数調整の許可 

【集落】【農林業者】【商業者】 

○ 集落ぐるみの「被害防除対策」

「被害地の管理」の実施 

○ 被害、目撃情報の提供 

○ 地域の状況にあわせた森林整備

の実施 

情報提供 

【捕獲従事者】 

○ 要請による個体数調整、 

捕獲報告 

○ 地域住民等への助言 

協力 

【隣接県】【 国 】 

○ 加害群の生息及び対策に

関する情報共有 

○ 所管区域での対策の実施 

連

携 

協力、 

情報提供 

【ＮＰＯ、教育機関（大学）】 

○ 対策指導などへの協力 

（野生鳥獣被害対策支援チ

ーム：林業総合センター・

環境保全研究所・農業技術

課等） 

○ 対策実施の支援 

【地方保護管理対策協議会】 

○ 関係者間の連絡調整 

捕獲要請 

情報提供 

捕獲実施 

【関係団体(JA、森林組合等)】 

○ 集落が実施する対策への協力 

○ 地域の状況にあわせた森林整

備への協力 

○ 普及啓発への協力 

協力 
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１  生息状況 

（１）地域ごとの生息状況 

  地域ごとのサルの生息状況は表－８のとおり。 

 

表－８ 地域ごとのサルの生息状況 

地 域 生息状況 

佐 久 

・主に単独、小集団のサルが生息する。 

・群れは、軽井沢町、小諸市、佐久市に生息する。 

対象管理ユニット（軽井沢、望月） 

上 田 

・単独、小集団のサルが生息するが、平成 29 年度の調査で

は群れの分布は見られない。 

諏 訪 

・群れは、富士見町、茅野市南部、岡谷市西部に分布し、

それ以外の地域には単独、小集団のサルが生息する。 

対象管理ユニット（南アルプス、中央アルプス） 

上伊那 

・地域の全域に群れが分布する。 

対象管理ユニット（南アルプス、中央アルプス） 

南信州 

・地域の全域に群れが分布する。 

対象管理ユニット（南アルプス、中央アルプス） 

木 曽 

・地域の全域に群れが分布する。 

対象管理ユニット（中央アルプス、御岳） 

松 本 

・北アルプスの山地、山麓部に群れが分布する。 

・地域の東部には、単独、小集団のみが生息する。 

対象管理ユニット（北アルプス、中央アルプス） 

北アルプス 

・地域の全域に群れが分布する。 

対象管理ユニット（北アルプス、小谷） 

長 野 

・西側と東側の山間部に群れが分布している。 

・北側の山間部の群れは新潟県にまたがって分布している 

・それ以外の平野部には、単独のみ確認されている。 

対象管理ユニット（鬼無里・戸隠、妙高、上信越高原） 

北 信 

・主に山ノ内町と栄村に群れが分布している。 

対象管理ユニット（上信越高原） 
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（２）分布状況 

  県内のサルの分布状況は図－1（再掲）のとおり。 

 

図-１ 長野県におけるニホンザルの生息分布（平成 29 年度）（再掲 p１） 

＊管理の単位を「管理ユニット」と称す（ｐ4.表－３参照） 
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（３）分布の推移 

本県のサルは、県下のほとんどの山間部に生息しており、地域によっては頻

繁に人里にも出没する群れもみられる。 

1970 年代後半以降、生息分布の拡大とともに、被害地域が山麓周辺から平野

部へ拡大している。（図－６） 

 

図－６ 長野県におけるニホンザルの分布状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

左上：S61 中上：H10 右上：H14 左下：H20 中下：H24 右下：H29 

1986 年（昭和 61 年）生息分布マップ 
2002 年（平成 14 年）生息分布マップ 

2012 年（平成 24 年）生息分布マップ 2008 年（平成 20 年）生息分布マップ 2017 年（平成 29 年）生息分布マップ 

1998 年（平成 10 年）生息分布マップ 
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２ 管理ユニット 

（１）管理ユニットの区分 

県内の管理ユニットの区分は、図－３（再掲）のとおり 10 管理ユニット

に区分。  

 

図－３ 管理ユニット別の生息分布状況（平成 29 年度）（再掲 p5） 
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（２）管理ユニット別の動向 

 アンケート等による管理ユニットの動向は表－９のとおり 

 

表－９ 管理ユニット別の動向 

番号 個体群名 動 向 被害状況 

1 望月 

� 前回調査時（平成 24 年度）に引き続き、佐久

市で 20～30 頭の群れの生息情報が得られ、小

規模ではあるものの 1～2 群程度が生息してい

ると推定される。 

� 統計では、農業被害は報告されていないが、ア

ンケートでは農業被害が確認されている。 

（農業被

害） 

生活被害 

2 軽井沢 

� 軽井沢町で約20頭、小諸市で約20頭の群れの2

群の加害群が確認される。 

� 群馬県側に行動圏の中心域があり、県境を越え

て出没していた群は、今回の調査では確認され

なかった。 

農業被害 

生活被害 

3 

南 

アルプス 

� 富士見町、伊那市、駒ヶ根市、中川村、飯田

市、松川町、阿南町、下條村、天龍村、豊丘

村、大鹿村の 11 市町村で、群れの生息情報が得

られた。 

� 被害情報から茅野市への分布拡大の可能性が確

認されている。 

� ・富士見町から山梨県北杜市に生息域を持つ群

れがみられる。 

農業被害 

林業被害 

生活被害 

4 

中央 

アルプス 

� 岡谷市、伊那市、駒ヶ根市、辰野町、飯島町、

南箕輪村、中川村、宮田村、飯田市、松川町、

高森町、阿智村、平谷村、根羽村、上松町、南

木曽町、木曽町、木祖村、大桑村、塩尻市、朝

日村の 21 市町村で、群れの生息情報が得られ

た。 

� 辰野町から塩尻市、および辰野町から岡谷市に

かけて、北方向に生息域が広がっている。 

� 南木曽町から岐阜県中津川市に生息域を持つ群

れがみられる。 

農業被害 

林業被害 

生活被害 

5 御岳 

� 上松町、木曽町、王滝村の 3 町村で、群れの生

息情報が得られた。 

� 中央アルプス個体群との境界付近での情報数が

多く、中央アルプス個体群との交流がある可能

性が考えられる。 

� 岐阜県高根村の群れの行動域が木曽町を含んで

いるという情報がある。 

農業被害 

林業被害 

生活被害 
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6 

北 

アルプス 

� 松本市、安曇野市、生坂村、山形村、大町市、

池田町、松川村、白馬村の 8 市町村で、群れの

生息情報が得られた。 

� 特に、北アルプスの東側山麓沿いや池田町～大

町市の西側山麓沿いで、確認情報が多かった。 

� 白馬村から北方向に分布の拡大がみられる。 

� 北アルプス山麓で富山県側に生息域を含む群れ

や岐阜県高山市の群れの行動域が松本市に接し

ているとの情報がある。 

農業被害 

林業被害 

生活被害 

7 小谷 

� 小谷村で、10～60 頭の群れの生息情報が得られ

た。 

� 前回調査時に比較して、確認された群れの頭数

が増加し、全体的に分布の広がりがみられる。 

� 小谷村から新潟県糸魚川市に行動域を持つ群れ

がみられる。 

農業被害 

林業被害 

8 

鬼無里・

戸隠 

� 小川村、長野市で、10～30 頭の群れの生息情報

が得られた。 

� 前回調査時の確認された群れの頭数および分布

域ともに大きな変化はなかった。 

農業被害 

9 

上信越 

高原 

� 長野市、須坂市、小布施町、高山村、中野市、

山ノ内町、木島平村、栄村の 8 市町村で、群れ

の生息情報が得られた。 

� 前回調査時（平成24年度）と同様に、10～30頭

の群れサイズの確認が多い傾向は変わらなかっ

たが、全体的に群れの分布の広がりがみられ

る。 

� 栄村から新潟県津南町に行動域を持つ群れがみ

られる。 

農業被害 

生活被害 

10 妙高 

・信濃町で、10～70 頭の群れの生息情報が得られ

た。 

・前回調査時の平成 24 年度は 10～30 頭の群れの確

認であったことから、個体数が増加している可能性

が高い。 

・信濃町から新潟県妙高市に生息域を持つ群れがみ

られる。 

農業被害 

 

（３）管理ユニット別の推定個体数及び群れ数 

管理ユニット別の推定個体数は表－10 のとおり。 
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（４）県全体の推定個体数及び群れ数 

県全体の推定個体数は約 11,000～16,000 頭、推定群れ数は約 200～300 群。 

なお、県全体の値は、各地域個体群の推定個体数及び推定群れ数を合計し、

個体数については 100 頭単位、群れ数については 10群単位以下を切り捨てた

値を採用した。 

これまでの生息状況調査で推定されたサルの推定個体数及び群れ数の推移

は表－11 のとおり。 

表-10 管理ユニット別の推定個体数 

管理ユニッ

ト 

群れ分

布メッ

シュ＊1 

生息面積

（km

２

） 

推定個体数 

（最少～最多） 

推定群れ数 

（最少～最多） 

年次計画

対象加害

群数 

望月 14 91 158 ～ 229 3 ～ 4 

 

軽井沢 20 130 226 ～ 328 4 ～ 6 2 

南アルプス 238 1547 2692 ～ 3898 52 ～ 75 49 

中央アルプ

ス 

279 1814 3155 ～ 4570 61 ～ 88 78 

御岳 65 423 735 ～ 1065 14 ～ 21 12 

北アルプス 183 1190 2070 ～ 2998 40 ～ 58 34 

小谷 21 137 238 ～ 344 4 ～ 7 3 

鬼無里・戸

隠 

37 241 418 ～ 606 8 ～ 12 3 

上信越高原 124 806 1402 ～ 2031 27 ～ 39 23 

妙高 7 46 79 ～ 115 1 ～ 2 2 

＊1：メッシュサイス 6.5km

2

 

       

表-11 県全体の推定個体数及び群れ数の推移 

生息状況調査 

実施年度 

推定個体数 推定群れ数 

平成 9、10 年度 約 6,000～9,000 頭 約 110～160 群 

平成 14 年度 約 6,500～10,000 頭 約 120～180 群 

平成 20 年度 約 7,100～10,300 頭 約 130～190 群 

平成 24 年度 約 9,600～14,000 頭 約 180～260 群 

平成 29 年度 約 11,000～16,000 頭 約 200～300 群 

算定の方法 

○推定個体数：生息面積×生息密度 

○推定群れ数：推定個体数÷平均群れサイズ 

 ○生息密度：1.74頭／ｋ㎡～2.52頭／ｋ㎡（長野県、富山県、石川県での研究報

告から） 

○平均群れサイズ：51.65 頭／群（平成 11 年度調査結果から） 

※ 算定方法に関しては、個別の群れの行動域と生息メッシュとの面積の差異等

から、現状の方法では推定個体数が過大となり、現実の個体数と違いが生じ

ている箇所があるのではないかとの指摘がある。 

そのため、次期計画の調査までにより現実的な個体数推定を行うために、統

計的な手法等による新たな推定方法及び、必要な調査内容の検討を進める。 
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３ 隣接県におけるニホンザル生息状況 

 

長野県に隣接する８県におけるサルの生息状況及び特定鳥獣管理計画策

定状況は図－７のとおり。 

 

 

 

■富山県 

【生息状況】 

85 群、3,300 頭が生息すると推定

されている。 

【特定鳥獣保護管理計画】 

第 4期計画（平成 29 年度策定） 

計画期間：H29.4.1～H34.3.31 

【長野県と関連する個体群】 

・妙高・黒部個体群（長野県：北

アルプス管理ユニット） 

■新潟県 

【生息状況】 

6 地域個体群、146～150 群、5,424～7,500 頭が

生息すると推定されている。 

【特定鳥獣保護管理計画】 

計画期間：H29.4.1～H34.3.31 

【長野県と関連する個体群】 

・糸魚川個体群（長野県：小谷管理ユニット） 

・妙高個体群（同：妙高管理ユニット） 

・津南個体群（同：上信越高原管理ユニット） 

■岐阜県 

【生息状況】 

多数が生息するとみられる

が詳細は不明である。 

【特定鳥獣保護管理計画】 

策定されていない。 

【長野県と関連する群】 

・中津川市の加害群（長野

県：中央アルプス管理ユニ

ット） 

・高根村の加害群（長野

県：御岳管理ユニット） 

・高山市の加害群（長野

県：北アルプス管理ユニッ

ト） 

■群馬県 

【生息状況】 

3つの個体群に区分さ

れており、加害群 83

群、3,220頭が生息す

る と 推 定さ れて い

る。 

【特定鳥獣保護管理

計画】 

計画期間： 

H29.4.1～H34.3.31 

【長野県と関連する個

体群】 

・県西部個体群 

（長野県：軽井沢管

理ユニット） 

■静岡県 

【生息状況】 

多数が生息するとみられるが詳細

は不明である。 

【特定鳥獣保護管理計画】 

策定されていない。 

■山梨県 

【生息状況】 

4 つの個体群に区分されており、加害群 63 群、

3,500～4,000 頭が生息すると推定されている。 

【特定鳥獣保護管理計画】 

計画期間：H29.4.1～H34.3.31 

【長野県と関連する個体群】 

・南アルプス個体群（長野県：南アルプス個体群） 

■愛知県 

【生息状況】 

個体数推定は実施され

ず、各群れの推定数を集

計。 

【特定鳥獣保護管理計

画】 

計 画 期 間 ： H29.4.1 ～

H34.3.31 

■埼玉県 

【生息状況】 

県境付近に位置する

東京大学秩父演習林

には、群れが生息す

る（聞き取り）。 

【特定鳥獣保護管理

計画】 

策定されていない。 

図－７ 隣接県におけるニホンザル生息状況（平成 30 年 3 月現在） 
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４ 被害の発生状況 

（１）農林業被害の推移 

 1974 年（昭和 49 年）以降のサルによる農林業被害額の推移はｐ2、図－２

（再掲）のとおり 

 

図－２ サルによる農林業被害額の推移（長野県）再掲（p2） 

 

※ 農林業被害額は長野県が行っている「農林業被害額調査」の集計結果によ

るものであり、表－12 により調査を実施。 

 

表－12 農林業被害の調査方法 

区分 調査方法 調査項目 被害額算出対象 

農業 

被害額 

各市町村が JA 等関係団体や

農家からの聞き取り及び報告

により、被害額取りまとめを

実施。 

・被害面積 

・被害量 

・被害額 

・農作物 

（稲、麦類、豆類、雑

穀、果樹、飼料作物、

野菜、いも類、工芸農

作物、その他） 

林業 

被害額 

各市町村が森林組合等へ被害

区分・被害量を聞き取り、被

害額を算出。 

・被害面積 

・被害金額 

・被害材積 

・被害時期 

・林木 

・特用林産物 

 

（２）地域ごとの被害発生状況 

地域ごとの被害発生状況は表－13、図－８、９のとおり。 

 

表－13 地域ごとの被害発生状況 

地

域 

被害内容 

佐

久 

・軽井沢町、小諸市、佐久市で農業被害や生活被害がわずかに発生し、・平成 28年

度の被害金額は 39,000 円と少額である。 

・被害額の報告はないが、アンケートでは、望月個体群ともに被害が確認されてい

る 

対象管理ユニット（軽井沢、望月） 
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上

田 

・平成 26年までは上田市で被害が発生していたが、平成 27年度は被害 

が確認されていない。 

・今回の調査では、上田地域では群れが確認されている市町村はない。 

諏

訪 

・富士見町、茅野市（南アルプス個体群）で農業被害が多く発生している。 

・平成 27年から岡谷市で群れによる農業被害が見られている。 

対象管理ユニット（南アルプス、中央アルプス） 

上

伊

那 

・地域の全域で農業被害、林業被害が発生している。 

・辰野町、伊那市、飯島町、中川村の農業被害の金額が大きい。 

対象管理ユニット（南アルプス、中央アルプス） 

南

信

州 

・地域の全域で農業被害、林業被害が発生している。 

・飯田市、高森町、松川町で農業被害の金額が大きい。 

・地域の全域で被害は増加傾向にある。 

対象管理ユニット（南アルプス、中央アルプス） 

木

曽 

・地域の全域で農業被害が発生している。 

・木曽町で被害金額が大きい。 

対象管理ユニット（中央アルプス、御岳） 

松

本 

・北アルプスの山地、山麓部で農業被害、林業被害が発生している。 

・林業被害は、減少傾向にある。 

・松本市、安曇野市では、電気柵等の設置で被害が減少した箇所があるが、松本市、

安曇野市全体の被害金額は高い傾向にある。 

対象管理ユニット（北アルプス、中央アルプス） 

北

ア

ル

プ

ス 

・地域の全域で農業被害、林業被害が発生している。 

・大町市で農業被害の金額が大きい。 

・地域の全域で被害は増加傾向にある。 

対象管理ユニット（北アルプス、小谷） 

長

野 

・西側と東側の山間部で農業被害が発生している。 

・長野市、須坂市、高山村で農業被害の金額が大きい。 

・長野市では、の南東部で、被害が増加傾向にある。 

・信濃町に位置する妙高個体群は新潟県側と行き来し、被害を発生させている 

対象管理ユニット（上信越高原、戸隠・鬼無里、妙高） 

北

信 

・山ノ内町や栄村で農業被害などが発生している。 

・山ノ内町で農業被害の金額が大きい。 

対象管理ユニット（上信越高原） 
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図－８ ニホンザルによる市町村別農業被害金額（平成 28 年度） 
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図－９ ニホンザルによる市町村別林業被害金額（平成 28 年度） 
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（３）地域ごとの被害発生状況（アンケート結果） 

サルによる被害は、サルが分布するすべての地域で発生し、管理ユニッ

ト別にみると、分布範囲が広く推定個体数が多い南アルプス(上伊那、南信

州)、中央アルプス(上伊那、南信州、木曽、松本)、北アルプス(松本、北

アルプス)では、被害の発生件数が多い。 

アンケートでは、自家用作物の被害などの農林業被害集計に記載されない

被害が確認され、宅地侵入などの生活被害とともに、対応が課題となって

いる。 

アンケートによる地域ごとの被害発生状況は表－14、図－10 のとおり。 

� 佐久地域、上田地域を除くすべての地域で、「農作物被害」が最も回答数

が多かった（47.3％～61.4％）。 

� 佐久地域、北信地域では、他地域と比較して「宅地侵入など」の被害が多

数であった。（佐久：30.8％、北信：29.2％） 

� 上伊那地域、南信州地域、木曽地域、松本地域、北アルプス地域、長野地

域では、サルの人への威嚇を含む「人身危害」の回答も得られた（0.7％～

1.9％）。 

 

表－14 地域ごとの被害発生状況(Ｈ29 年度アンケート結果) 

地域 

農作物 

被害 

林産物 

被害 

宅地侵入

等 

人身危害 危害なし 合計 

佐久 10 3 12 0 14 39 

上田 1 0 0 0 6 7 

諏訪 26 5 1 0 23 55 

上伊那 87 22 8 1 30 148 

南信州 189 34 35 6 45 309 

木曽 102 17 11 3 33 166 

松本 115 12 35 3 77 242 

北アルプス 123 32 37 3 33 228 

長野 53 11 7 1 36 108 

北信 23 2 14 0 9 48 

※アンケート結果による。県による被害額集計では農業被害無の場合あり。 

  

 図－11、12 に示した地域別の被害金額の推移の中で、南信州地域の被害金

額の高止まりしている傾向がみられ、アンケートの結果とともに、被害対策

の充実を図る必要性がある。 
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図－10 サルによる被害の様子（被害種別）についてのアンケート回答割合 

 

 

 

図－11 地域別農業被害金額の推移 

 

 

図－12 地域別林業被害金額の推移  
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（４）５年前と比較した被害発生の増減に対する印象 

５年前と比較した被害発生の増減に対する印象については、県全体では、

「増加」及び「変わらない」との回答が多かった（図－13、14）。 

５年前と比較した被害発生頻度についての集計結果の概要は、以下のとお

りである。 

� 佐久地域、上田地域、諏訪地域、上伊那地域、木曽地域、松本地域、北

アルプス地域では、5 年前と比較して被害が「増加」したとの回答が最

も多かった。 

� 南信州地域、長野地域、北信地域では、5 年前と比較して被害は「変わ

らない」との回答が最も多かった。 

� 上田地域、諏訪地域を除く地域では、5 年前と比較して被害が「減少」

したとの回答も得られた。 

 

 

図－13 5 年前と比較した被害発生頻度についての集計結果 
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５ 対策の効果と課題 

 

図-14 5 年前と比較した住民の被害発生の増減に対する印象 

（平成 29 年度アンケート調査結果による） 

凡例 

5年前と比較した被害発生の

増減に対する印象 

■ 増加 

■ 変わらない 

■ 減少 

■ 不明 
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５ 対策の効果と課題 

方法ごとの効果と課題は、表－15 のとおり。 

表-15 対策方法別の効果と課題 

方法 効果 課題 

追

い

払

い

 

接 近 警 報

システム 

・サルが出没した

時に出動すればよ

く、人が常に待機

している必要がな

い。 

・群れのメスに発信器を装着し続ける必要

がある。 

・地域の住民の誰もが、群れを追跡して、

移動させる必要がある。 

・担い手の高齢化。 

・設備投資が必要で、維持にもコストがか

かる。 

・地域で協力して継続して対応することが

必要。 

ロ ケ ッ ト

花 火 、 電

動 ガ ン 、

パ チ ン コ

な ど の 使

用 

・日中にでき、比

較的安価で導入し

やすい。 

・人慣れを進めな

いなどの被害防除

と し て 効 果 があ

る。 

・群れを移動させるまでの追跡ができてい

ないケースがある。 

・地域住民全体が継続して実施しなけれ

ば、効果が低くなる。 

・道具の使用は、追い払い開始時のみを基

本とし、ロケット花火などをサルに馴れ

させないように注意する。 

・頭数の多い群れでは、複数の人でないと

追い払いが難しい。 

・緩衝帯整備等を組み合わせ、追跡しやす

い環境を整える必要がある（サルを目視

できる環境づくり） 

モ ン キ ー

ドッグ 

・人よりもサルの

接近をいち早く感

知できる。 

・人が追い払うよ

り、より山奥へ追

い上げることがで

きる。 

・犬 1 頭で追い払える範囲には限界があ

る。 

・犬の高齢化や死亡後の世代交代 

・飼い主と犬の共同作業となるため、飼い

主が一緒に行動する必要がある。 

・地域でモンキードッグの活動の理解がな

いと活用できない。 

防除柵の設置 

・金網柵と電気柵

の複合柵の設置に

より、被害が減少

した地域がある。 

・防除柵延長の隙間周辺で効果が低下する

場合がある。 

・柵周辺の整備が不十分だと、侵入門戸が

残り、効果が現れにくい。 

・地形やサルの加害レベルに応じて、柵の

構造、設置位置など適切に設置しなけれ

ば、効果が低くなる。 

・設置後の継続的なメンテナンスが難し

い。 
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誘引要因の除去 

・集落への出没頻

度が減少する。 

・担い手の高齢化や離農者の増加により、

耕作地の放棄などが発生している。 

・果樹や農作物の放棄や取り残しが発生し

ている。 

緩衝帯の整備 

・サルが出没した

際、追い払いしや

すくなった。 

・テレメトリー調

査でサルを直接目

視 し や す く なっ

た。 

・整備後放置すると維持管理が大変とな

る。 

・目的を地域住民が理解していないため、

管理ができなくなる場合がある。 

担い手の高齢化などにより、整備後の維持

管理が困難になっている。 

個体数調整によ

る捕獲 

・被害が劇的に減

少することはない

が、加害個体を中

心とした継続した

個体数調整により

被 害 は 軽 減 され

る。 

・群れの規模を調

整することによっ

て、追い払いなど

の対策が効果的に

実施できる 

・猟友会員の高齢化により、捕獲従事者が

不足している。 

・民家周辺で出没した際、捕獲が困難であ

る。 

・捕獲しただけは、時間経過とともに被害

が発生する。 

・くくりわななどでは、時期によってクマ

など錯誤捕獲が発生する場合がある。 

・大型捕獲檻では、サルの馴れが進み、捕

獲効率が急激に低下することがある。 

・群れ構造に影響を及ぼすメスを選別せず

に捕獲すると、群れの分裂を引き起こす

場合がある。 

 

６  捕獲の状況 

サルは、昭和 22 年に狩猟鳥獣から外れているため、その捕獲の全てが農

林業被害等の防除のための個体数調整（特定計画策定以前は有害鳥獣捕獲）

である（図－15）｡ 

 

図－15 長野県におけるニホンザル捕獲頭数の推移 
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1980 年代初めくらいまでは数えるほどであった個体数調整も、農業被害

の増加と歩調を合わせるように増加の一途をたどり、1976年度には 10頭だ

ったものが 10 年後の 1986 年度には 363 頭、20 年後の 1996 年度には 1,012

頭、2012 年度以来、年間約 2,000 頭を捕獲している。 

しかし、高い捕獲圧が維持されても被害の減少がうかがえず、分布地域

の拡大傾向がみられ、被害対策としての捕獲の考え方が浸透していないこ

とが挙げられる。 

本来、捕獲は、群れの出没、及び被害状況、人馴れの程度等から加害レ

ベルを判定（計画ｐ14 表－６）し、これに基づく捕獲方法（計画ｐ15 

表－７）の選択、計画的な進行が求められる。 

 

７ 管理ユニット別の管理ガイドライン 

年次計画を策定するに当たっては、地域に分布する群れの特徴を考慮し

た上で実施する（表-１６）。なお被害地の管理は、すべての管理ユニット

で実施。 

表-16 管理ガイドライン 

                  （大規模ユニット） 

 

 

 

管理 

ユニット 

具体的な対策 

その他 

留意事項 

被害防除・ 

被害地の管理 

個体数管理 

軽井沢 

南アルプス 

中央アルプス 

御岳 

北アルプス 

小谷 

鬼無里･戸隠 

上信越高原 

妙高 

１追い払い 

２小規模農地は電気柵

設置 

３延長が長距離となる

電気柵は、隣接する

地域等で連携して設

置・管理 

４集落周辺の誘引物の

除去、緩衝帯の整備

を実施 

５市街地に出没する場

合には、生ゴミ、コ

ンポストの適正処

理、商店の商品の適

切な管理 

 

 

１加害個体を選別し、群

れの分裂を起こさない

ように捕獲 

・人身被害のおそれのあ

る個体 

・農業被害の加害個体 

２被害対策を効果的に行

うために、周辺群れと

の関係を把握した上

で、群れの縮小等のた

めの捕獲を検討 

３人間への依存が著し

く、不特定の個体が農

林業被害を与える場

合、人身被害のおそれ

がある場合、農地に定

着し恒常的に被害を出

している場合は、群れ

全体の捕獲も検討 

 

特に観光地に

おいては、観

光客による餌

やりの禁止や

誘引源の除去

等のサルを呼

び寄せない対

策を推進 
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（小規模ユニット） 

管理 

ユニット 

具体的な対策 

その他 

留意事項 

被害防除・ 

被害地の管理 

個体数管理 

望月 

 

 

１被害の激化を防ぐた

めに、被害状況を適

切に把握する。 

２集落周辺の誘引物の

除去等の環境整備を

進める。 

３被害が激化する兆候

がある場合は、防護

柵の設置等を進め

る。 

 

 

１以下の条件に当てはま

る場合は、加害個体は選

別して捕獲 

･人身被害のおそれあり 

･農林業被害が甚大とな

ることが予測される 

生息動向を定期

的に把握 

 

（ハナレザル及び少数のオスグループ） 

具体的な対策 その他 

留意事項 被害防除・被害地の管理 捕獲 

 

１追い払い 

２集落周辺及び集落内の誘

引物の除去等の環境整

備を図り、サルが近寄

りにくい、またサルを

呼び寄せない環境を造

成 

３市街地に出没する場合に

は、生ゴミ、コンポス

トの適正処理、商店の

商品の適切な管理市街

地に出没する場合に

は、生ゴミ、コンポス

トの適正処理、商店の

商品の適切な管理 

 

１加害レベルの高い個体は

捕獲 

・農林業被害、生活被害

（人身被害を含む）が甚大

となる危険がある場合 

※必要な場合は、市街地で

の麻酔銃による捕獲も検

討。 

特に観光地では、観光

客等による餌やりの禁

止 
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８ 対策の優良事例 

サル対策を行っている地域の中でも、組織単位で活動し、特に地域リー

ダーが率先して住民をまとめている地域は、対策の効果が上がっている。ま

た捕獲や追い払いだけの対策でなく、緩衝帯整備やモンキードッグの導入な

ど、様々な方法を組み合わせることで、対策の効果が上がっている。 

（１） 上伊那郡辰野町（川島地区） 

① 集落単位での追払い体制が構築されている。 

② 地域リーダーが指導しながら地域住民が結束して活動することによ

り、単一的ではなく追い払いや緩衝帯整備等、様々な方法を組み合

わせた対策が効果をあげている。 

1.  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 松本市（梓川地区） 

① 市で資材を準備し、地域住民が協力して広域柵（金網柵と電気柵の

複合型）の設置や緩衝帯の整備を実施したことにより、果樹を中心に

農作物被害が減少している。 

② 対策を本格的に開始したのがここ数年であるため、現在の維持管理

体制を今後も継続していくことが課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松本市（梓川）の広域柵 1 

 

松本市（梓川）の広域柵 2 

 

 

警報システム 緩衝帯の整備 

アンテナ 
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（３） 大町市 

① 全国に先駆け「モンキードッグ」による追払いを実施し、平成 29

年 3 月現在 24 頭が活動している。 

② モンキードッグによる追払いの実施により、農地へのサルの出没が

減少し、農作物被害も減少している。 

③ 訓練終了後の犬と飼い主の訓練レベルの維持・向上を図り、効果的

な追払いが継続できるよう、大町市役所内に「大町市モンキードッグ

育成サポートクラブ」が組織され、追払い活動への支援や合同訓練等

の実施により訓練終了後のモンキードッグのレベル維持・向上が図ら

れている。 

④ モンキードッグによる事故が発生したことがあり、現在では保険に

入っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 木曽地域（6 町村） 

① 各町村が積極的にサルの被害対策に取り組んでいる。また、木曽地

方事務所がまとめ役となって、毎年 6 町村合同のヒアリングを開催

し、町村間の連携の調整や対策への助言をおこなっている。被害対策

協議会の役割がうまく機能している。 

 

 

（５） 木曽郡木祖村 

① 地域リーダーが主体となって、約 17 年にわたりテレメトリーを活

用した生息域調査実施しており、蓄積した確実な生息情報を地元農

モンキードッグモンキードッグモンキードッグモンキードッグ    

赤線：導入後の赤線：導入後の赤線：導入後の赤線：導入後の    

サル行動域サル行動域サル行動域サル行動域    

茶線：導入前の茶線：導入前の茶線：導入前の茶線：導入前の    

サル行動域サル行動域サル行動域サル行動域    

モンキードッグ導入後のサル行動域の変化 

合同訓練の様子 



 

50 

業者や会議等で広く周知、説明するとともに、サル接近通報システ

ムを活用することにより、効果的な追い払いを実現している。 

② 地域リーダー自らコンパクトで持ち運び自由な低コスト檻を開発

し、地元猟友会がこれを活用することにより、個体数調整が円滑か

つ安定的に行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域リーダーが、電気柵の電圧点検や指導を行うとともに、サル接

近通報システムを活用し花火等による追い払いの推進やサル接近通

報装置のメンテナンスに協力をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 生息域調査を活用し、サルが多く分布している箇所を中心に緩衝帯

整備を実施している。実際にサルが分布している箇所に緩衝帯を設置

すると、緩衝帯の設置場所を避けて生息という結果が出ており、この

活動によりサルの里への接近回数が減り、被害軽減に繋がっている。 

⑤ 同時に不要農作物の残渣等処理について啓発活動や指導が行われ、

成果に繋がっている。 

 

 

テレメトリーを用いた生息調査状況 生息情報の集積 

サル接近通報装置見回り サル接近通報装置メンテナンス 
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⑥ サルの捕獲頭数は少ないものの、正確な情報蓄積と、効果的な被害

対策の組み合わせにより被害の発生を少なく維持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民による緩衝帯整備の実施 
緩衝帯整備の実施状況 

被害対策実施前（H17 年度）と実施後のサル行動範囲の比較 

対策前：青対策前：青対策前：青対策前：青    

対策後：赤対策後：赤対策後：赤対策後：赤    
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９ 被害情報マップ、生息情報マップ、年次計画の作成例 

（１）被害情報マップの作成方法 

  次の手順により作成する。 

① 縮尺１/10,000 程度の市町村管内図等を利用して作成する。 

② 地図の上部に「○○○○年度○○市（町村）○○地区 被害情報マッ

プ」と表記する。 

③ 下表の凡例を参考に作成する。 

④ 被害発生時期については、不明な場合は通年としないで、不明と明記。 

⑤ さらに詳細な情報を記載したい場合は、地区ごとの情報について住宅

地図などを利用し補足的な地図を作成しても良いこととする。 

 

○ 被害情報マップの記載情報の凡例 

 

（２）被害情報マップ作製のための情報収集 

 被害情報の収集には、市町村が実施する被害調査の他、被害対策の検討で

行われる集落で実施される集落点検時の聞取り結果、電話等で寄せられる被

害情報、被害対策の補助事業等の位置図などを活用する。 

 

情 報 表 記 備考 

群れの出没場所 

地点の場合は青い●、区域の場合

は青い囲み線で表記する。 

里への出没時期を併記

する。 

群れの加害場所 

地点の場合は赤い●、区域の場合

は赤い囲み線で表記する。 

主な加害時期及び品目

を併記する。 

群れの加害レベル 赤色で、 

 

ｐ14、表-6 により判定す

る。 

防護網、柵の設置場所 茶色で、 

 

 

電気柵の設置場所 茶色で、 

 

 

追い払いの実施場所 

 

 

捕獲の実施場所、方法、 

頭数、性別 

 

 

その他必要な事項 適宜、地図上に書き込む 

廃果置き場、侵入経路、

放棄果樹の位置等 

レベルレベルレベルレベル    

追い払い 

大型檻 メス３頭 銃 メス８頭 
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図－16 被害情報マップの作成例 
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（３）生息情報マップの作成方法 

   次の手順により作成する。 

① 縮尺１/10,000 程度の市町村管内図等を利用して作成する。 

② 地図の上部に「○○○○年度○○市（町村）○○地区 生息情報マ

ップ」と表記する。 

③ 群れの位置情報を、下表の凡例に従い地図上に表示し、目撃日時、

目撃した群れの頭数、及び群れの構成（オトナオス、オトナメス、

コドモ、アカンボウ等）を併記する。 

④ 群れ全体の構成が不明な場合は、目撃した群れの部分の構成を記載 

⑤ 群れの行動域は、GPS 機器等による調査結果を記載するか、年間の

生息位置の最外郭を多角形に線で囲んで記載する。 

 

○ 生息情報マップの記載情報の凡例 

 

（４）生息情報マップの情報把握方法 

   (ア) 地元住民の目撃情報を集約する仕組みをつくり、情報を把握する。 

   (イ) 被害情報マップの情報を基に把握する。 

   (ウ) 目視による観察や地元住民等からの聞き取りなど、現地調査を実

施する。可能であれば科学的な根拠が得られ、かつ群れの特定が容

易な電波発信機及び GPS 発信機を活用した調査を実施することとす

る。 

    ○ 電波発信機の主な利点 

     ・ 必要な時に、いつでも群れの行動が把握できる。 

     ・ 周波数を変えることで、各群れの識別が容易にできる。 

     ・ 必要に応じ、被害防除にも利用できる。 

    ○ GPS 発信機の主な利点 

     ・ 年間を通じた群れの行動域情報を正確かつ省力的に収集できる 

     ・ 夜間の泊り場等の把握が容易となる。 

 

   

  

 

観測季節 左の対象となる月 表記 備考 

春 ４～６月 赤● 

日時、頭数、群れの構成

を併記する 

夏 ７、８月 緑◆ 〃 

秋 ９～11 月 茶▲ 〃 

冬 12～１月 青■ 〃 
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図－17 生息情報マップの作成例 
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（５） 年次計画の作成例 

（様式第1号） 

平成26年度事業計画（被害対策と目標） 

 

木   祖   村  小木曽北部地区     

地域個体群名 中央アルプス個体群 

 

１   対象年度 

（１）  地図の作成年度 

 被害情報マップ      平成25年度 

 生息情報マップ      平成25年度 

 

（２）  被害対策年度       平成26年度 

 

２   現状の被害状況 

（１）  被害品目   野菜（ﾄｳﾓﾛｺｼ「8～10月」・白菜「8～10月」・大豆「9～10月」 

・ねぎ「9月」・大根「9～10月」・水稲「10月」等） 

（２）  被害時期   農作物4月～3月（積雪期を除く年中） 

（３）  加害レベル レベル ０ ・ １ ・ ２ ・ ○3  ・ ４ ・ ５ 

（被害レベル判定表 集計ポイント12） 

３   対策と目標 

区分 被害防除 個体数調整 被害地の管理 その他 

現在の

状況 

・防除ネット 

・電気柵 

・追払い（花火等） 

・サル接近通報システム

を利用した住民による

追払い。 

・テレメトリー発信機に

よる行動範囲の把握。 

・銃、檻で捕獲。 

・有害鳥獣駆除員(罠

猟)の狩猟登録費用

の補助。 

・講習会費用・弾代の

補助・ 

・捕獲時の弾代の補

助。 

・緩衝帯維持管理整

備（村事業） 

・採餌の時に近づい

た人を威嚇する個

体がいる。 

問題点 

・被害の少ない地区では

防除ネットや電気柵を

取り外す方が見受けら

れる。 

・地域によって防除意識

の差がある。 

・有資格者の多くは会

社員のため、こまめ

な見回りが出来な

い。 

・猟友会員の高齢化及

び会員の減少。 

・生息エリアの把握

（移動した可能性が

ある） 

・地権者の多くは高

齢者のため、緩衝

帯整備後の維持管

理がなかなか出来

ない。 

・冬期間などは農作

物被害が少ないた

め住民の認識が薄

い。 

対策と

目標 

・広報等による住民への

周知。 

・ﾃﾚﾒﾄﾘｰ調査継続 

・出没、被害情報等の提

供、共有。 

・接近通報システムによ

る追払い。 

・防除ネット等の継続的

設置の周知。 

・獣道等の把握による

効率的な捕獲。 

・資格者の養成。 

・農作物の取残し除

去を広報などで呼

びかける。 

・地元及び地権者等

での緩衝帯整備後

の緩衝帯を維持さ

せる体制づくり。 

・引続き生息・被害

調査を行なう。 

・銃器による恐怖心

の植付けを行な

う。 

・出没カレンダーの

作成、広報誌等を

利用し、被害、目

撃情報を住民にお

知らせする。 

図－18 年次計画（対策と目標）の記載例 

※ 「対策と目標」の「現在の状況」について、被害情報マップの内容を記載する 

※ 加害レベルは、附表１、附表２により毎年判定を行うこと。 
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小木曽北部地区個体群 捕獲対策実施状況調査及び計画票 

 

 

今年度の実施計画   

現在の生息推定数 今年度捕獲計画 実施方法等 

個体数  73 個体数  7 
・檻を設置し農地に出没す

る加害個体の捕獲を行う。 

・電気柵や防除ネットによ

る被害防除 

・広報等で農作物の取り残

しの除去を呼びかける。 

・引き続き森林づくり県民

税を活用し、緩衝帯整備事

業を実施する。 

・サル接近通報装置を利用

し、住民による追い払いを

行う。 

 内訳 頭数  内訳 頭数 

 オトナ♀ 26  オトナ♀ 2 

 オトナ♂ 18  オトナ♂  

 ワカモノ 13  ワカモノ 5 

 コドモ 4  コドモ  

 アカンボウ 6  アカンボウ  

 生まれた数 6    

うち加害個体数 

15～20 

実施時期 頭 方法 

通年 7 檻・銃 

加害レベル 

3 

   

   

昨年度の実施状況及び評価   

H29年度４月 H29昨年度捕獲状況 評価 

個体数  53 個体数   ○ 

 内訳 頭数  内訳 頭数 コメント 

 オトナ♀ 23  オトナ♀ 1 
・27 年度は山に餌が豊富だっ

たことから、里山への目撃や

被害は減少傾向であった。 

・森林づくり県民税を活用

し、緩衝帯整備を実施した。 

テレメトリー発信機による追

跡調査を行った（発信器更

新） 

・28 年度に適当なメスザルを

捕獲し、テレメトリー発信機

を装着し群れの行動を把握中 

 オトナ♂ 13  オトナ♂ 0 

 ワカモノ 9  ワカモノ 0 

 コドモ 4  コドモ 0 

 アカンボウ 11  アカンボウ 1 

うち加害個体数 

15～20 

実施時期 頭 方法 

通年 2 銃・檻 

加害レベル 

3 

   

   

図－19 捕獲対策実施状況及び計画票の記載例 

発信器装着放獣計画数 

捕獲計画票記載上の注意 
※ 捕獲を実施したにもかかわらず、群れの個体数の増加がみられる場合は、農作物など⼈への依存度が⾼く栄
養の⾼いエサを食していると考えられることから、防護柵等を設置し、農作物を食べさせない総合的な対策をあ
わせて実施すること。 
※ 加害個体数の増加が⾒られる場合は、捕獲⽅法を検討するとともに、農地・集落周辺の誘引物（不要果樹、
生ごみ等）の除去、廃棄果実、被害農作物の適正な処理、追い払い等の群れを集落に近づけない対策をあわせて
実施すること。 
※ 加害レベルが⾼く、群れ全体又は加害個体数以上に群れの部分捕獲する必要がある場合は、周辺の群れとの
関係、群れの構成等を充分に調査した上で、専門家の助言を受けて捕獲頭数の根拠を明らかにしておくこと。 
※ 昨年度捕獲状況の個体数内訳は、捕獲調査票を基に正確に記⼊すること。 
※ オトナ♀の捕獲は、群れの分裂の要因となるため、出産経験のないメス以外は原則として捕獲しない。 
※ オトナ♀については、発信機等装着放獣個体の計画数とする。 
※ オトナ♀以外の捕獲目標数は、農地等の加害個体数等の情報から計画してください（内訳は不要） 
 

別紙１ 
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図－20 被害防除年次計画添付書類（被害・生息状況記録表）の記載例 

 

別紙１ 
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別紙３

内容 実施地域 数量

ﾃﾚﾒﾄﾘｰ発信機

小木曽北部個体群

薮原・菅個体群

2基 ◎ 群れの行動域が把握出来る。今後ﾃﾞｰﾀを集計し活用。

緩衝帯整備 薮原 16.07ha ◎ 平成16年度実施。昨年と比較して出没、被害が減った。

緩衝帯整備 菅 野中原 4.03ha ◎ 平成17年度実施。昨年と比較して出没、被害が減った。

県ｾﾞﾛ予算事業 菅 野中原 2.00ha ◎

平成17年度県・村・地元地区で除伐作業を実施。昨年と比較

して出没、被害が減った。

緩衝帯整備 小木曽 正沢～寺平 6.77ha ◎ 平成17年度実施。昨年と比較して出没、被害が減った。

電子防鳥機 小木曽 辺見地区 2基 ○ 平成17年度設置。昨年と比較し被害が多少減少した。

電気柵 菅 野中原 1基 ○ 平成17年度設置。昨年と比較し被害が多少減少した。

野猿・小動物よけ網 村内 75基 ○ 平成17年度実施。昨年と比較し被害が多少減少した。

緩衝帯整備 小木曽　斧の沢 10.76ha ◎ 平成18年度実施。昨年と比較して出没、被害が減った

ｲﾉｼｼよけネット 菅　野中原 1基 ○ 平成18年度実施。昨年と比較し被害が多少減少した。

電気柵 村内 5基 ○ 平成18年度実施。昨年と比較し被害が多少減少した。

野猿・小動物よけ網 村内 50基 ○ 平成18年度実施。昨年と比較し被害が多少減少した。

ｲﾉｼｼ捕獲檻 菅、小木曽 2基 ○ 平成19年度購入。村内被害地に設置。

ﾃﾚﾒﾄﾘｰ発信機

小木曽北部、南部、薮

原・菅個体群

3基 ◎

平成19年度設置。群の行動調査中。今後の被害防除に役立て

たい。

ｻﾙ接近通報装置 村内６箇所 6基 ○ 平成19年度設置。住民による追払いに活用。

牛の舌草刈事業 菅　栗屋地区 0.7ha ○ 平成19年度実施。期間が短く効果が少なかった。

防除ネット 村内 20基 ○ 平成19年度設置。昨年と比較し被害が多少減少した。

電気柵 村内 29基 ◎ 平成19年度設置。昨年と比較し被害が減少した。

緩衝帯整備 薮原　藁原～下河原 10.47ha ◎ 平成19年度実施。昨年と比較し被害が減少した。

緩衝帯整備 小木曽　諸木原～上村 11.50ha ◎ 平成20年度実施。昨年と比較し被害が減少した。

緩衝帯整備 菅　栗屋地区 1.50ha ◎ 平成20年度実施。昨年と比較し被害が減少した。

緩衝帯整備 小木曽　黒内～柳沢 5.40ha ◎ 平成20年度実施。昨年と比較し被害が減少した。

森林ボランティアによる緩衝

帯づくり

菅　木山沢地区 2.00ha ○

平成20年度実施。下流域の森林ボランティア団体、農業委員

会、地元住民総勢約１００名による緩衝帯づくりを実施し

た。昨年と比較し被害が多少減少した。

カラス捕獲檻 小木曽　辺見屋敷地区 1基 △ 平成20年度設置。

牛の舌草刈事業 菅　木山沢地区 0.70ha △ 夏～秋に設置したため景観・鳥獣被害対策になった。

電気柵 村内 20基 ○ 設置した農地については被害は減少した。

防除ネット 村内 24基 ○ 設置した農地については被害は減少した。

自走式草刈機購入 村内 2基 ○ 遊休農地、緩衝帯対策により被害が減少した。

自走式チッパー購入 村内 2基 ○ 遊休農地、緩衝帯対策により被害が減少した。

防除対策実施状況調査票

コメント

(評価の低い（高い）理由､改善策等）

評価

対策の実施状況

図－21 被害防除年次計画添付書類（防除対策実施状況調査票）の記載例 
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別紙４

【木祖村】

群 の 名 称 設 置 地 区 名 設置年度 周波数（MHZ） 稼 働 状 況 ・ 問 題 点 等

【記載例】

△△ □□ H20

155.564

151.444

148.482

群の発信電波を受信する距離が1km程度であるため、住民の追払

いとの効果的な連携ができていない。

小木曽北部 細島 H23 148.310

新たな個体群が発生（他から分裂？）したと思われるため、発信機

の新規装着が必要。

小木曽北部 柴原 H20 148.310

新たな個体群が発生（他から分裂？）したと思われるため、発信機

の新規装着が必要。

小木曽北部 大久保 H19 148.310

小木曽北部

小木曽南部

柳沢 H19

148.310

142.970

146.661(GPS)

ＧＰＳは電池寿命１年間とのことで取り外し済み。

小木曽南部 半野 H20

142.970

146.661(GPS)

ＧＰＳは電池寿命１年間とのことで取り外し済み。

小木曽南部 上村 H19

142.970

146.661(GPS)

ＧＰＳは電池寿命１年間とのことで取り外し済み。

小木曽南部 塩沢 H19

142.970

146.661(GPS)

ＧＰＳは電池寿命１年間とのことで取り外し済み。

薮原・菅 中学校南 H19 142.960 H24途中から電波拾えず。発信機の新規装着が必要。

薮原・菅 吉田 H20 142.960 H24途中から電波拾えず。発信機の新規装着が必要。

薮原・菅 野中 H19 142.960 H24途中から電波拾えず。発信機の新規装着が必要。

薮原・菅 岩渕 H24 142.960 H24途中から電波拾えず。発信機の新規装着が必要。

全群 H25

142.940

～

142.980

移動式のため被害報告を受けた地区に随時移動し設置する。

注）本表と地方事務所作成のテレメトリー配置図との整合を確認してください。

未設置のサル接近通報システム（テレメトリー）の活用計画等

○ 購入後に未設置のテレメトリーの数量　　　　　　１　基（移動式）

○ 今後の活用計画

　　　・目撃出没エリアの拡大により随時、報告のあった地区に設置する。

○ 活用に係る課題等

　　　・発信機の電池の寿命が３年とされているが１年ほどで拾えなくなるものもある。

　　　・通報システムの設置場所（ソーラーパネル、スピーカーの向きや音量等。）

サル接近通報システム（テレメトリー）設置状況一覧

図－22 被害防除年次計画添付書類（サル接近警報システム設置状況一覧）の記載例 
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別紙５

【木祖村】

群 の 名 称 設 置 地 区 名 配置年度 活 用 制 度 追 払 い 状 況 ・ 問 題 点 等

【記載例】

△△ □□ H20 ○○事業

一定範囲内で継続的に追払いを実施しており、

被害軽減効果は顕著である。

追払いは行うが、行動範囲が狭く被害が拡大し

ており、活用方法に改善が必要。

計 頭

注）本表と地方事務所作成のモンキードッグ配置図との整合を確認してください。

モンキードッグ配置経過等一覧

図－23 被害防除年次計画添付書類（モンキードッグ配置経過等一覧）記載例 
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１０ 様式集  

（様式第1号） 

     年度事業計画（被害対策と目標） 

 

市町村：   地域：     （   群）  

 

管理ユニット名             

 

１   対象年度 

（１）  地図の作成年度 

 被害情報マップ        年度 

 生息情報マップ        年度 

 

（２）  被害対策年度         年度 

 

２   現状の被害状況 

（１）  被害品目    

 

（２）  被害時期    

 

（３）  加害レベル  レベル ０ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ 

  （被害レベル判定表 集計     ポイント ） 

 

３   対策と目標 

区分 被害防除 個体数調整 被害地の管理 その他 

現在の

状況 

    

問題点 

    

対策と

目標 

    

※ 「対策と目標」の「現在の状況」について、被害情報マップの内容を記載する 

 ※ 加害レベルは、附表１、附表２により毎年判定を行うこと。 
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附表1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加害レベル判定表 

※該当する状況を○で囲み、該当するポイントを集計して記入欄に記入する。 

ポイントポイントポイントポイント    目撃頻度目撃頻度目撃頻度目撃頻度    

平均的な目撃平均的な目撃平均的な目撃平均的な目撃

規模規模規模規模    

人への反応人への反応人への反応人への反応    

集落への加害集落への加害集落への加害集落への加害

状況状況状況状況    

生活被生活被生活被生活被害害害害    

0000    

山奥にいる

ためみかけ

ない 

群れは山から

出てこない 

遠くにいても、人

の姿を見るだけで

逃げる 

被害集落はな

い 

被害なし 

1111    

季節的にみ

かけるとき

がある 

2、3 頭程度の

目撃が多い 

遠くにいても、人

が近づくと逃げる 

軽微な被害を

受けている集

落がある 

宅地周辺でみ

かける 

2222    

通年、週に

1 回程度ど

こかの集落

でみかける 

10 頭未満の目

撃が多い 

遠くにいる場合逃

げないが、20m 以

内までは近づけな

い 

大きな被害を

受けている集

落がある 

庭先に来る、

屋根に登る 

3333    

通年、週に

2,3 回近くど

こかの集落

でみかける 

10～20 頭程度

の目撃が多い 

群れの中に、20m

まで近づいても逃

げないサルがいる 

甚大な被害を

受けている集

落がある 

器物を損壊す

る 

4444    

通年、ほぼ

毎日、どこ

かの集落で

みかける 

20 頭以上の目

撃が多い 

追い払っても逃げ

ない、または人に

近づいて威嚇する

サルがいる 

甚大な被害を

受けている集

落が隣接し 3

集落以上ある 

住居侵入が常

態化 

       

合計ポイント

記入欄 
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附表２ 

 

加害レベル判定基準表 

加害レベル加害レベル加害レベル加害レベル    群れの目撃頻度群れの目撃頻度群れの目撃頻度群れの目撃頻度    被害程度被害程度被害程度被害程度    人馴れ程度人馴れ程度人馴れ程度人馴れ程度    

加害レベル加害レベル加害レベル加害レベル

判定表合計判定表合計判定表合計判定表合計

ポイントポイントポイントポイント    

レベレベレベレベル０ル０ル０ル０    

山奥に生息してお

り、集落内ではみ

かけない。 

― ― 0 

レベルレベルレベルレベル1111    

群れは集落でたま

にみかける。 

ほとんど被害はな

い。 

― 1～2 

レベルレベルレベルレベル2222    

群れは集落で季節

的にみかけるが、

群れ全体は出てこ

ない 

季節的に農作物の

被害はある 

― 3～7 

レベルレベルレベルレベル3333    

群れの大半の個体

が季節的に耕作地

に出てくる。 

季節的に農作物の

被害はある 

人慣れし始めて

いる。 

8～12 

レベルレベルレベルレベル4444    

群れの全個体が通

年耕作地周辺でみ

かけられる。 

常時農作物被害、

まれに生活環境被

害が発生 

人慣れしている 13～17 

レベルレベルレベルレベル5555    

群れの全個体が集

落で通年・頻繁に

みかけられる。 

常時農作物被害、

生活環境被害が多

発、人身被害の危

険有 

人慣れが進ん

で、被害防除対

策の効果が少な

い 

18～20 
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（群れの名前）群 捕獲対策実施状況調査及び計画票 

 

  

今年度の実施計画   

現在の生息推定数 今年度捕獲計画 実施方法等 

個体数   個体数    

 内訳 頭数  内訳 頭数  

 オトナ♀   オトナ♀   

 オトナ♂   オトナ♂ 

 

 

 ワカモノ   ワカモノ  

 コドモ   コドモ  

 アカンボウ   アカンボウ  

うち加害個体数 
実施時期 頭 方法  

    

加害レベル 
    

    

昨年度の実施状況及び評価   

昨年度４月 昨年度捕獲状況 評価 

個体数   個体数    

 内訳 頭数  内訳 頭数 コメント 

 オトナ♀   オトナ♀   

 オトナ♂   オトナ♂   

 ワカモノ   ワカモノ   

 コドモ   コドモ   

 アカンボウ   アカンボウ   

うち加害個体数 
実施時期 頭 方法  

    

加害レベル 
    

    

捕獲計画票記載上の注意 
※ 捕獲を実施したにもかかわらず、群れの個体数の増加がみられる場合は、農作物など⼈への依存度が⾼く栄
養の⾼いエサを食していると考えられることから、防護柵等を設置し、農作物を食べさせない総合的な対策をあ
わせて実施すること。 
※ 加害個体数の増加が⾒られる場合は、捕獲⽅法を検討するとともに、農地・集落周辺の誘引物（不要果樹、
生ごみ等）の除去、廃棄果実、被害農作物の適正な処理、追い払い等の群れを集落に近づけない対策をあわせて
実施すること。 
※ 加害レベルが⾼く、群れ全体又は加害個体数以上に群れの部分捕獲する必要がある場合は、周辺の群れとの
関係、群れの構成等を充分に調査した上で、専門家の助言を受けて捕獲頭数の根拠を明らかにしておくこと。 
※ 昨年度捕獲状況の個体数内訳は、捕獲調査票を基に正確に記⼊すること。 
※ オトナ♀の捕獲は、群れの分裂の要因となるため、出産経験のないメス以外は原則として捕獲しない。 
※ オトナ♀については、発信機等装着放獣個体の計画数とする。 
※ オトナ♀以外の捕獲目標数は、農地等の加害個体数等の情報から計画してください（内訳は不要） 
 

別紙１ 
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別紙２ 

ニホンザル　被害・生息状況記録票

月 被害 生息 場所 情報提供者 被害状況

被害対策

有無・内容

備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31
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内容 実施地域 数量

防除対策実施状況調査票

対策の実施状況

評価

コメント

(評価の低い（高い）理由､改善策等）

別紙３ 
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別紙４

群 の 名 称 設 置 地 区 名 設置年度 周波数（MHZ） 稼 働 状 況 ・ 問 題 点 等

未設置のサル接近通報システム（テレメトリー）の活用計画等

○ 購入後に未設置のテレメトリーの数量　　　　　　　基（移動式）

○ 今後の活用計画

○ 活用に係る課題等

サル接近通報システム（テレメトリー）設置状況一覧
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別紙５

群 の 名 称 設 置 地 区 名 配置年度 活 用 制 度 追 払 い 状 況 ・ 問 題 点 等

計 頭

モンキードッグ配置経過等一覧
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捕獲従事者の皆様へ 

 

今回、ニホンザル捕獲の対象として、お願いしているのは、 

     市町村    (群れの名前)  で、加害レベル   の群れです。 

群れ全体の個体数は、    頭で、うち、加害個体は   頭です。 

捕獲許可は   頭です。 

この捕獲は、第二種特定鳥獣管理計画（第４期ニホンザル管理）に基づき、効果的に

サルの被害を減らし、群れの加害レベルを低下させるために実施するものです。 

 

 ※レベル２～５の場合 

原則として、加害個体を捕獲するため、被害を出す個体を識別して捕獲する

か、被害の出ている集落、農地及びその周辺に限り捕獲を実施します。（山の

中での個体識別をしない銃による捕獲は、加害している群れ以外が捕獲される

可能性があること、集落、農地等への忌避効果の学習にならないことから実施

しません。） 

 

なお、群れの主要な個体（オトナメス）の捕獲については、群れの分裂を招き、かえ

って被害を大きくする可能性があることから、選別捕獲ができる方法で実施し、オトナ

メスの捕獲を避けるようにしてください。 

 

安全に留意の上、よろしくお願いします。 

 

また、捕獲した個体のデータは、来年度の捕獲計画の資料としますので、別紙（様式

第2号）により提出をお願いします。 

別紙６ 
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サル捕獲調査票 

 

捕獲 

日時 

年    月     日     時 性別 オス ・ メス 

年齢 

 

（○つけ）   オトナ ・ ワカモノ ・ コドモ ・ アカンボウ（0 歳） 

 

捕 

獲 

地 

点 

       市・郡      町・村 大字       字 

・ 鳥獣保護区等位置図         

   

メッシュ番号 

  

 

・ 捕獲場所の状況 

   山林内 ・ 農地 

 

                             

 

・ メッシュの中での位置 

 

 

 

 

 

 

  

許可 

区分 

個体数調整・緊急避難 

その他（        ） 

捕獲 

方法 

わな（くくりわな、小型檻、大型檻、遠隔操

作型捕獲檻、その他（        ）） 

銃器（  散弾 ・ ライフル ・ 麻酔銃 ） 

捕 

獲 

者 

 

住所                               電話番号 

 

 

氏名 

 

駆除班（全       人）  ・   単独 

 

■□ 被害対策を進めるために必要な情報です。ご記入の上、提出ください。 

写真 1（仰向け全身）※ 頭部、口（犬歯）と胸部（乳首）を

明瞭に 

（○つけ） 群れのサル ／ ハナレザル ／ 不 明  

 

 ◆   群れの名称 

写真2（臀部） 

※ 尾を上げ、尻ダコの間

を明瞭に 

★ 写真1 には長さのわかるものを一緒に撮影 

その他（                              ） 

様式第2号 
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サル捕獲調査票 

 

捕獲 

日時 

2018 年  11 月  27日  10 時 性別 
オス ・ メス 

年齢 

 

（○つけ）   オトナ ・ ワカモノ ・ コドモ ・ アカンボウ（0 歳） 

 

捕 

獲 

地 

点 

    ××  市・郡      町・村 大字   ■■  字 

・ 鳥獣保護区等位置図         

   

メッシュ番号 

  

 

・ 捕獲場所の状況 

   山林内 ・ 農地 

 

                             

 

・ メッシュの中での位置 

 

 

 

 

 

 

  

許可 

区分 

個体数調整・緊急避難 

その他（        ） 

捕獲 

方法 

わな（くくりわな、小型檻、大型檻、遠隔操

作型捕獲檻、その他（        ）） 

銃器（  散弾 ・ ライフル ・ 麻酔銃 ） 

捕 

獲 

者 

 

住所                               電話番号 

××市 □■ 

 

氏名 信濃 太郎 

 

駆除班（全       人）  ・   単独 

 

■□ 被害対策を進めるために必要な情報です。ご記入の上、提出ください。 

○ ■ ■ 

写真 1（仰向け全身）※ 頭部、口（犬歯）と胸部（乳首）を

明瞭に 

（○つけ） 群れのサル ／ ハナレザル ／ 不 明     

 

 ◆   群れの名称    ○□群 

写真2（臀部） 

※ 尾を上げ、尻ダコの間

を明瞭に 

★ 写真1 には長さのわかるものを一緒に撮影 

その他（                              ） 

口の中がわかるようにお願いします 

大きい犬歯があるのはオトナオス 

乳首の長さを確認します。 

伸びているのは、出産経験のあるメス 

尻ダコ 

測量ポール等の見た目

で長さがわかるもので 

様式第2号 （記載例） 
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１１ 計画策定に使用したデータ 

本計画策定にあたっては、以下データを用いて情報を整理した。 

・既存資料（県内のサルの生息、行動、被害対策等に関する文献等） 

・アンケート（市町村、農業協同組合、森林組合、猟友会各支部、鳥獣保護管理員、山小屋、ガ

イド組合、博物館、自然学校などを対象、図－24 アンケート用紙） （発送数：878 、回収数：

524 、回収率：59.7％）  

・年次計画（市町村作成） 

・捕獲調査票集計 

・市町村の聞き取り調査 

表－17 に示した区分に、各市町村におけるサル被害対策進捗を３段階に区分し、各

区分で５市町村実施 

表－17 各市町村におけるサル被害対策進捗の区分 

区分 基準 内容 

区分１ 

計画の策定に問題があ

る市町村 

・計画は策定されているが、サルの生息・行動

域が推定されていないなど、計画策定に必要

な基礎情報が得られていない事例 

区分２ 

計画の実施に問題があ

る市町村 

・計画は策定されているが、計画内容とプロセ

スや進む方向性が違ってきている事例 

・計画通りに実施されているが、成果を得られ

ていない事例 

区分３ 

計画策定、対策の実施

が一定程度進んでいる

市町村 

・計画が策定されており、進捗速度は遅くても

策定した計画の内容どおりに進んでおり、一

定の成果を上げている事例 

・有識者への聞き取り 

・現地調査 

・関係者への聞き取り（県下21市町村） 

 

(1) マップ作成に使用したデータ（平成24年度調査と比較） 

表－18 第３期ニホンザル管理及び、第４期ニホンザル管理策定に使用したデータ 

 

使用データ 

第３期ニホンザル管理 

（平成24年度調査） 

第４期ニホンザル管理 

（平成29年度調査） 

 

集団タイプ別 

生息分布マップ 

 

 

・アンケート 

・捕獲調査票集計 

・市町村年次計画 

・現地・聞き取り調査 

・アンケート 

・捕獲調査票集計 

・市町村年次計画 

・現地・聞き取り調査 
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生息分布メッシュマップ 

 

・アンケート 

・捕獲調査票集計 

・市町村年次計画 

・現地・聞き取り調査 

・アンケート 

・捕獲調査票集計 

・市町村年次計画 

・現地・聞き取り調査 

被害分布マップ 

・アンケート 

・市町村年次計画 

・現地・聞き取り調査 

・アンケート 

・市町村年次計画 

・現地・聞き取り調査 

5年前と比較した 

被害頻度増減マップ 

・アンケート ・アンケート 

市町村ごとの被害額 

マップ 

・市町村ごとの被害額、被害面積に

関する統計データ 

・市町村ごとの被害額、被害面

積に関する統計データ 
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図－24 アンケート用紙 


